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日本ガイシグループでは、「NGKグループ企業
行動指針」において、8つの「CSR推進項目」
（P.14参照）を明確にし、それぞれに年度ごとの
目標を立てて活動しています。「CSRレポート
2014」では、それら「CSR推進項目」と章立て
を一致させ、CSR活動の実態に即した報告と
しました。
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新たな価値創造
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より良い社会環境に資する商品の提供

地球環境の保全 地域社会との協調、社会
貢献活動の推進

ステークホルダーとの
コミュニケーション

独立した第三者保証報告書

参考ガイドライン
環境省「環境報告ガイドライン（2012 年版）」
GRI（Global Reporting Initiative）の「サス
テナビリティレポーティングガイドライン（第
3.1 版および第4版）」

対象期間
2013年4月1日～2014年3月31日

「CSR推進項目」に沿った章立て

事例ごとに異なるため、報告記事とデータごと
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本報告書「CSRレポート」冊子版は、「CSR推
進項目」の目標に掲げている活動に加え、「推
進項目」の目標には掲げていないものの、当社
グループならびに社会にとって重要な活動に
ついても報告しています。
日本ガイシのWEBサイトのCSRページでは、
本報告書の内容をすべて報告しています。
また、冊子版では報告できなかった内容も含め、
さらに広範囲の活動について報告しています。

本報告書とほかの報告メディア

順守（同意）～拡大

2013年度～

実態調査～把握

2011～2012年度

浸透（理解）～実態調査

2010年度

2017 Challenge 30

トップコミットメント

企業理念の実現Ⅰ

企業活動のあり方Ⅱ

社会の一員としてⅢ

グローバルなものづくり企業
として社会に価値ある製品を
創出し続けます。
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トリプル“Ｅ”の領域に先進のセラミック技術を提供。

日本ガイシグループは、セラミック技術をコアテク
ノロジーとして、エコロジー（Ecology）、エネルギー
（Energy）、エレクトロニクス（Electronics）の事業
領域（トリプルE）において、電力関連事業、セラ
ミックス事業、エレクトロニクス事業を展開。時代
のニーズを見据えて新たなセラミック技術の可能
性に挑み続け、地球環境保全と社会への貢献を目
指しています。

連結子会社
6社

欧　州 日本ガイシ株式会社
連結子会社
21社
持分法適用会社
2社

日　本

連結子会社
13社

北中米

連結子会社
13社

アジア・その他

表記社名： 日本ガイシ株式会社
商　　号： 日本碍子株式会社 
 NGK INSULATORS, LTD.
所　在　地： 〒467-8530
 名古屋市瑞穂区須田町
 2番56号
 Tel 052-872-7171
創　　立： 1919（大正8）年5月5日
資　本　金： 698億円
 （2014年3月末現在）
従業員数： 単独 3,531人
 連結 13,210人
 （2014年3月末現在）

会社概要

事業領域

エリア別事業展開会社概要

2014年3月末現在
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電力関連事業 セラミックス事業 エレクトロニクス事業

メガワット級の電力を貯蔵できるNAS電
池は、電力需要のピークカットや再生可能
エネルギーの安定供給を可能にします。

ファインセラミック技術で、半導体の微細
化や生産性向上を支えています。

● 電力貯蔵用NAS®電池

電力貯蔵用NAS®電池

大型ハニセラム® ガソリン車用ハニセラム®

送電用がいし

UHVガスブッシング

半導体製造装置用セラミックス

送電・変電・配電用電線の絶縁体となる
「がいし」とその関連機器は、世界100カ国
以上で電力の安定供給を支えています。

● がいし・電力用機器

セラミックス表面に触媒金属を保持するこ
とで、自動車の排ガスを浄化します。

ディーゼルエンジンの排ガス浄化のため
の各種製品を供給しています。

●自動車排ガス浄化用触媒担体
「ハニセラム®」

コージェライト製（左）と
炭化ケイ素製（右）DPF

加熱装置

車載用高精度
NOxセンサー

複合ウエハー

各種セラミック
フィルター

●ディーゼル・パティキュレート・
フィルター／NOxセンサー

太陽電池やリチウムイオン電池の製造、各
種工程の排水浄化などに貢献しています。

●産業プロセス製品

●半導体製造装置用セラミックス

家電、自動車などの導電バネ材として、信
頼性向上や小型化に貢献しています。

ベリリウム銅展伸材

●ベリリウム銅合金

電子デバイス用の複合ウエハーや圧電マイ
クロアクチュエーター、通信機器用電子部
品、照明用透光性アルミナ「ハイセラム®」
などを提供しています。

●電子・電気機器用セラミックス

電力の安定供給を
支える

環境負荷物質を
低減する

エレクトロニクス製品
の進化に貢献する

こんなところで、日本ガイシの製品は活躍しています。

日本ガイシグループの製品

当社独自のセラミック技術を投入した各種製品は、世界中で電力の安定供給を支え、環境負荷物質の排出量を低減し、
エレクトロニクス製品を進化させ、より良い社会環境づくりに貢献しています。
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事業概況（連結）
連結決算対象会社を含めたデータです（2014年3月末現在 国内…21社、海外…32社）
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トップコミットメント

グローバルなものづくり企業として
社会に価値ある製品を創出し続けます。

　2014年6月、日本ガイシの代表取締役社長

に就任しました。

　これからもステークホルダーの皆さまの声に

真摯に耳を傾けながら、「企業理念」を形ある

ものとし、期待と信頼に応え、社会の持続可能

な発展に貢献していきます。

　日本ガイシグループの2013年度の売上高は、

セラミックス事業での自動車関連製品の堅調な

需要やエレクトロニクス事業での半導体製造

装置用セラミックスの需要増に加え、電力関連

事業での電力貯蔵用NAS®電池の出荷再開など

により増収となりました。利益面でも売上高増

や円安の影響などにより増益となりました。自

動車関連製品や半導体製造装置用セラミックス

は引き続き需要の増加が期待されますが、競争

の激化も予想されます。また、それ以外のがいし

や電子部品、産業プロセス製品の競争力が低下

しており、これら製品の強化が必要です。

　このような事業環境のもと、変化が速く激しさ

の増す国際競争の中で、ものづくり企業として持

続的に成長し続けていくために、「中長期的な視

点での競争力強化（新・ものづくり構造革新）」と

「新製品・新規事業の創出（2017 Challenge 

30）」を重要な経営戦略として引き続き強力に

推進していきます。

プロフィール
1980年3月　日本ガイシ入社
1999年4月　電力事業本部 NAS事業部 技術部長
2004年4月　電力事業本部 NAS事業部長
2007年6月　執行役員 電力事業本部 NAS事業部長
2011年6月　常務執行役員 電力事業本部 NAS事業部長
2012年4月　常務執行役員 電力事業本部長補佐（技術担当）
2014年4月　常務執行役員 社長補佐 技術担当
2014年6月　代表取締役社長
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　世界の市場で競争し勝ち抜いていくためには、筋肉質な事業

体質をつくり上げるとともに、経営判断のスピードを上げていく

ことが不可欠です。

　グローバルで効率的な生産体制の構築や、製品の高性能

化、革新的な製法の確立により競争力を強化し、既存事業の

収益性を一層高め、強い事業をより強くしていきます。

　一方、苦戦の続く事業分野では、国内外の生産拠点の再編、

事業再構築による徹底したスリム化やコストダウンなどにより、

収益を生み出せる体質への転換を早急に図っていきます。

　売上高に占める新製品の比率を2017年度に30％にする

「2017 Challenge 30」を全社目標として掲げ、事業部門と

研究開発部門が一丸となって新製品・新規事業の創出に取

り組んでいます。

　2014年4月に事業化したSAW（表面弾性波）フィルター

用複合ウエハーと緑色レーザー光源用波長変換素子の立ち

上げを着実に進めるとともに、窒化ガリウム（GaN）ウエハー

やハイセラム®（透光性アルミナセラミックス）ウエハーなど

他の電子デバイス用ウエハーの早期市場投入を目指します。

　他にも、サブナノセラミック膜、固体酸化物形燃料電池

（SOFC）、チップ型セラミックス二次電池など有望な開発品

の事業化に向けて取り組んでいます。

　研究開発を進めている中から、当社がこれまで持っていな

かった全く新しい技術や製品も生まれつつあります。日本ガイシ

グループの強みであるセラミック技術を活かした新製品開発

により、将来の柱となる新規事業の創出を目指します。

　日本ガイシグループは売上高の海外比率が７割近くになって

おり、海外でビジネスを行う機会が今まで以上に増えています。

海外のビジネスでは現在、国際贈収賄の禁止、競争法や輸出入

に関する法律・政令の順守などが強く求められています。

　グローバルビジネス社会の一員として、経営の透明性と自律

性をより高め、コーポレート・ガバナンスやコンプライアンス

体制をより一層強化するとともに、日本ガイシグループで働

く全ての人が企業行動指針やルールを守り、高い倫理観を

持ち、公正な価値観や国際的な水準の判断基準に従って行動

できるよう環境整備を進めていきます。

　また、日本ガイシグループが世界で戦うグローバル企業集団

として最高のパフォーマンスを発揮するためには、従業員一人

一人が高い志を持ち、日々レベルアップに努めることで個々

の能力を高めていく必要があります。従業員の自由で柔軟な発

想や新しいことにチャレンジする意欲を大切にするとともに、

多様な人材の育成にも力を注いでいきます。

　この「CSRレポート2014」では、日本ガイシグループのCSR

への取り組みと何を目指していくのかを、「CSR推進項目」

に沿ってトピックスとともに紹介しています。ホームページに

掲載しているWEB版フルレポートも併せて一読していただき、

忌憚のないご意見をお聞かせくださいますようお願い申し

上げます。

強い事業をより強く グローバルビジネス社会の一員として

新製品・新規事業の創出

代表取締役社長

日本ガイシ CSR REPORT 2014 6



地球規模の社会課題・ニーズに応える
新製品・新事業の創出へ
日本ガイシは、さまざまな社会課題の解決に貢献する製品を提供し持続可能な社会を実現するため、
セラミックスをはじめとする保有技術を活かして新製品･新事業の創出に挑戦しています。

売上高に占める新製品比率の目標

特 集 新たな価値創造への挑戦

シーズ 新事業
企画室

事業部門

研究開発
部門

15％
4,000

3,000

2,000

1,000

0
2013 2014 2015 2016 2017

（億円）

（予想）
（年度）

30％

　日本ガイシでは、売上高に占める新製品の比率を2017年度に30%にす
る「2017 Challenge 30」という目標を掲げ、新製品・新事業の創出に取り
組んでいます。
　当社の強い事業領域や多彩な保有技術を活かした、社会やお客さま
の課題解決に貢献する新製品･新事業を創り出すことを目指しています。こ
の目標実現のためには、開発テーマをもっと増やす必要があります。
　そこで2012年4月、有望な開発テーマの探索を目的として、「新事業企画
室」を新設しました。社会課題･ニーズや保有技術が活かせる分野などを
踏まえた開発テーマの探索を進めています。

新製品の売上高比率30％を目指して

2017 Challenge 30

新製品売上高比率

保有技術

日本ガイシ CSR REPORT 20147



社会の課題･期待

エネルギー問題に

情報通信の進化に

安全・安心な社会に

次世代の車社会に

● 環境負荷の低減
● エネルギーの安定供給
● 省エネルギーの追求

● CO2排出量の削減
● 代替エネルギーへの転換
● 安全な交通システムの構築

● 増大する情報通信量への対応
● 省電力、高集積化の追求
● ウエアラブル機器の普及

● 食品の生産や流通の変革
● 高齢社会への対応
● 予防医療への貢献

● 強い事業の周辺領域での探索
● コア技術を活かせる
　領域での探索

● 市場、顧客へのアクセス力の強化
● お客さまニーズの一層の掘り起こし
● 既存製品の新用途開拓強化

● 研究開発部門と事業部門が協働
● 全社の知恵の結集
● 社外との連携強化

事業領域

お客さまへの
アプローチ

社内体制

社会の課題 期待
ニーズ

開発
テーマの
探索活動
を強化

日本ガイシ CSR REPORT 2014 8



150μ

　新事業企画室のミッションは、自動車や電力といった強い
事業の周辺分野や保有技術が活かせる開発テーマを探索す
ることにあります。そのために、部門やグループ会社の垣根を
越えて、全社横断的ワーキンググループを設置し、まずは当社
の強い事業分野である自動車や電力などでの開発テーマ探索
をスタートさせています。
　この他にも、シーズとニーズをマッチングさせるための全社
オンラインブレーンストーミングや、社外の技術やアイデアを
取り入れるため、有識者らとのオープンイノベーションミー
ティングの実施など、さまざまな施策を講じています。

部門やグループの枠を超えて
連携する体制を構築

　当社が保有する技術･ノウハウ（シーズ）と顧客・市場ニーズ
のマッチングが新製品･新事業創出のための有望な開発
テーマ立案につながります。
　2013年10月から開始した全社オンラインブレーンストー
ミングでは、顧客・市場ニーズや課題をベースに４つのテーマ
を設定し、それらの解決策について議論しています。各事業
本部の営業･技術・企画部門などから約170名が参加し、オン
ライン上で活発な議論を展開しています。議論の中から開発
テーマの立案に結び付け、研究開発部門や事業部門と連携し
て新製品の創出へとつないでいきます。

シーズとニーズをマッチングさせ
開発テーマを立案

強い事業分野と保有技術を活かし
新製品・新事業の開発テーマを探索します

新たな価値創造への挑戦

開発テーマを立案

複雑な形状を高精度に実現するゲ
ルキャスト成形技術や、超高精度な
微細形状を実現するインプリント成
形技術により、多彩な３次元形状セ
ラミックスを提供します。

幅広い保有技術を活かして

例えば、3次元成形技術で
複雑、微細な形状を実現

ゲルキャスト成形による試作例 インプリント成形による試作例

製品の
小型軽量化に

貢献

ニーズ
社会の課題･期待

シーズ
保有技術

既存市場に向けて 新規市場に向けて

新事業
企画室

シーズとニーズを

マッチング

・・
・・
・

・・・
・

社外の技術も活用

特 集
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　これからの時代、社内にこもって開発しているだけでは、イ
ノベーションを実現することは困難です。そこで、当社の技術
者と社外の有識者がアイデアを出し合うオープンイノベー
ションミーティングを開催。３次元セラミックス成形技術など
当社のコア技術を軸にブレーンストーミングを行い、開発のア
イデアを探索しています。今後も専門知識のある企業ＯＢや
大学教授らの有識者を集めた技術検討会の開催を計画して
います。

社外の技術・アイデアも最大限に活用

　当社には、セラミックスを中心とした保有技術が
多くあり、エネルギーや環境、情報通信などの分野
で社会課題の解決に役立っています。そして、これら
の技術が活かせる分野は、ますます広がっていくと
考えます。
　新事業企画室が始動して2年がたち、取り組みが
定着するとともに、社内外の連携も活発化しつつあり
ます。これからは、いよいよ有望な開発の芽を見つけ、
育てていくフェーズです。ニーズ掘り起こしのための
施策を立案し、開発テーマを探索することはもち
ろん、各部門での探索活動の支援も強化するととも
に、社内外の連携強化にも今まで以上に取り組んで
いきます。開発テーマの探索という事業の上流を担
う組織として、社会課題の解
決につながる新製品･新事
業の早期創出に寄与し
ていきたいと思います。

社会課題の解決につながる
有望な開発テーマの探索を強化

新事業企画室長

清水 秀樹

　自動車ワーキンググループでは、全自動車メーカー、自動車装置･
部品メーカーへの営業ルートを全社で共有し、自動車分野での新製
品を探索しています。
　当社の主力商品であるハニセラムなどは、自動車の排気系を対
象としたものですが、内燃系やパワー半導体、蓄電池などの電装系
を中心に市場開拓の余地はまだまだあります。
　今後は、事業本部間の連携をさらに強化し、全社横断での新製品
の創出を加速させます。

　電力ワーキンググループでは、電力事業本部と連携し、電力
会社の潜在ニーズを掘り起こす活動を実践しています。
　また、電力業界の有識者と情報交換しながら、今後の業界構
造の変化や新技術導入を踏まえたニーズを探索しています。
　今後、ニーズ情報が蓄積した段階で、電力事業本部や関連
グループ会社などと開発テーマのアイデアを徹底して議論する
検討会を開催する予定です。組織の枠にとらわれない新製品
の創出を目指します。

自動車ワーキンググループの取り組み

電力ワーキンググループの取り組み

新事業企画室長からのメッセージ　　　　

多孔質セラミックスの細孔を精
密に制御することで、微粒子や
細菌などを分離・除去したり、液
体や気体を分子レベルでふるい
分けたりすることが可能です。

例えば、細孔制御技術で
分子レベルでの分離も可能　

ディーゼル・
パティキュレート・
フィルター

精密ろ過膜 サブナノ
セラミック膜

可能　

産業界の
分離プロセス
を革新

細孔径
1ナノ
メートル以下

細孔径
10マイクロ
メートル以下

細孔径
100ナノ
メートル以下
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多彩な技術で社会のニーズに応える新製品開発に
取り組んでいます

　当社独自の異種材接合技術や結晶育成技術、単結晶基板の
薄板加工技術を駆使することで生み出される高性能なウエハー
が、さまざまな電子デバイスにさらなる革新をもたらします。
　新製品のSAWフィルター用複合ウエハーのほか、発光
ダイオード（LED）光源の発光効率を飛躍的に高める窒化
ガリウム（GaN）ウエハーや、サファイアウエハーとの代替が
可能な大口径ハイセラム®ウエハー（透光性アルミナセラミック
製）の開発に成功しています。

電子デバイス用ウエハー
電子デバイスに革新をもたらす
電
電

開発中

　水素と酸素の化学反応により発電する燃料電池は、ク
リーンなエネルギー源として注目されています。
　当社は燃料電池の中で最も発電効率が高く、次世代の発
電システムとして期待されている固体酸化物形燃料電池
（SOFC）の基幹発電部品であるセラミック製SOFCモジュー
ルを開発しています。全てにセラミックスを採用した当社
独自の設計により、高い発電効率と耐久性の両立を可能に
します。

固体酸化物形燃料電池
モジュール

高い発電効率と耐久性を両立する
固
モ

高
開発中

新たな価値創造への挑戦特 集

　複合ウエハーの生産技術を応用して開発した緑色レー
ザー光源用波長変換素子は、赤外レーザーからの波長を変
換して緑色域を出力する波長変換デバイスです。
　独自構造により世界トップレベルの変換効率を実現してお
り、高輝度・高画質な業務用プロジェクターなどの小型化、
低コスト化を可能にします。

緑色レーザー光源用
波長変換素子

世界トップレベルの
変換効率を実現した
緑

世
変新製品

　SAW（表面弾性波）フィルターはスマートフォンなどの無線
通信機器で特定の周波数の電波を取り出すために使用され、
通信品質を左右する重要な部品ですが、温度変化による伸縮
が大きいという課題があります。
　当社はその基板として、圧電単結晶の薄板を熱膨張が小さ
いシリコンに貼り合わせることで熱膨張を低減した複合ウエ
ハーを世界で初めて開発しました。温度特性が大幅に向上し
た高性能SAWフィルターが実現でき、通信速度の一層の高
速化や通信帯域の混雑解消に寄与します。

SAWフィルター用複合ウエハー
通信の高速・高品質化に寄与する
S
通

新製品
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ウエアラブルデバイスソーラー腕時計 スマートカード

　従来のリチウムイオン電池より安全性・信頼性が高い次世
代の二次電池として期待される全固体電池。当社は独自の結
晶配向技術によりリチウムイオンの伝導性を大幅に高めた正
極を用いたチップ型セラミックス二次電池を開発しています。
　超薄型(薄さ0.2mm)ながら高いエネルギー密度を持ち、
120℃の高温下でも使用できます。回路基板上で半導体に隣
接して実装でき、ウエアラブル端末などの今後普及が予想さ
れる次世代機器の小型軽量化を実現します。

チップ型セラミックス二次電池
電子機器の小型軽量化を実現する
チ
電

開発中

　直噴ガソリンエンジンから排出される粒子状物質（PM）を
除去するセラミックフィルター「GPF」を開発し、2016年から
NGKセラミックスポーランドで初めて量産します。
　欧州で2014年9月から施行される排ガス規制「ユーロ6」
では、ディーゼル車に加えガソリン車にもPMの排出個数規
制が適用されるため、通常のガソリンエンジンよりもPMの
排出量が多い直噴
ガソリン車には
PMを除去するフィ
ルターが必要にな
るとされ、今後、欧
州での需要拡大が
見込まれます。

ガソリン・パティキュレート・
フィルター（GPF）

直噴ガソリン車の排ガスを浄化する
ガ
フ

直
新製品

　高強度と高導電率を両立させた、発熱抑制効果が大きい
ベリリウム銅合金を開発しました。チタン銅と同等の強度で
約5倍の導電率があります。
　スマートフォンと充電器のバッテリー端子に用いれば、急
速充電時の発熱を抑制できるため安全性が高まります。さら
に大きな電流が流
れる電気自動車やハ
イブリッド車のコネ
クターに必要とされ
る強度と疲労特性を
持ち、安全な急速充
電を可能にします。

発熱抑制用ベリリウム銅
急速充電時の安全性を高める
発
急

新製品

　薄型ディスプレーのフィルムやシート、リチウムイオン電池
やキャパシタの電極板、セパレータなどの生産に不可欠な乾
燥工程。当社が開発した波長制御乾燥システムは、溶剤の蒸
発に有効な特定の波長の赤外線を選択的に照射することで、
熱風で乾燥させる従来の方法と比べて乾燥時間を半分以下
に短縮し、エネルギー消費量を大幅に削減できます。
　乾燥炉内を低温に
保つため、発火の恐
れのある溶剤や熱に
弱い樹脂系のフィル
ムにも適用できます。

波長制御乾燥システム
乾燥工程の省エネを実現する
波
乾

新製品

　ジルコニウム銅ワイヤーは、銅にジルコニウムを添加した
合金を伸線加工し、高強度と高導電性の両立を実現した極細
ワイヤー（直径0.02-0.2mm）です。
　産業機器の小型軽量化・高効率化に伴い、部品に使用する
導線の細経化が求められてい
ます。ジルコニウム銅ワイヤー
をコイルやモーターの巻き線、
同軸ケーブルの導線として用
いれば、部品の小型軽量化や
高効率化が可能になります。

ジルコニウム銅ワイヤー
産業機器の小型軽量化を実現する
ジ
産

開発中
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　当社は、事業活動の適法性と経営の透明性を確保し、経営環

境の変化に迅速に対応できる組織体制と、株主重視の公正な経

営システムを構築、維持することをコーポレート・ガバナンスの

基本的な考え方としています。

　これを実現するために監査役会設置会社を選択し、コーポ

レート・ガバナンス体制としては、株主総会、取締役会、監査役

会に加え、社長の意思決定を助けるための経営会議や各委員会

コーポレート・ガバナンス

を設置し、重要事項の審議・検討を通じて、ガバナンスの実効性

を高めています。

　また事業環境の変化に即応し、迅速かつ最適な意思決定およ

びその執行を行っていく必要があるとの認識のもと、執行役員

制度を導入することによって、経営の「意思決定・監督機能」と

「業務執行機能」の分離を進め、それぞれの役割の明確化と機

能強化を図っています。

コーポレート・ガバナンス体制

株
主
総
会

監査役会 ヘルプライン

取締役会

会計監査人

CSR委員会 コンプライアンス専門分科会

セキュリティ専門分科会

社会貢献推進専門分科会

全社環境委員会

全社品質委員会

経営会議

開発委員会

設備委員会

全社教育審議会

安全保障輸出管理／
特定輸出・通関管理委員会

中央防災対策本部

BCP対策本部

各本部・事業本部

国内・海外グループ会社

社 長

業務監査部
業務監査

取締役会
取締役会は、2014年6月27日現在12名の取締役で構成し、会社法で定めら
れた事項および経営に関する重要事項について決議し、取締役の職務執行を監
督しています。取締役のうち2名については、取締役会に対して当社の経営全
般に対する提言を行うことなどにより、コーポレート・ガバナンスの強化に適切
な役割を果たすことを期待して、独立性の高い社外取締役を選任しています。

監査役会
監査役会は、監査役4名で構成し、各監査役は取締役会に出席するなどして、
取締役の職務執行を監査しています。監査役のうち2名については、コーポレー
ト・ガバナンスを一層強化することを目的に、豊富な業務経験を有する独立性の
高い社外監査役を選任しています。なお、社外監査役のうち1名は、長年にわたる
金融機関での業務経験を有し、財務および会計に関する相当程度の知見を有し
ています。

　内部統制システムの構築と運用について、取締役会のほか社

長以下の業務執行機関が当たりますが、各部門の業務執行状

況については、内部監査の専門部署である業務監査部が監査を

行い、金融商品取引法に基づく内部統制報告制度への対応につ

いては、内部統制委員会を設けて推進しています。

　またグループの企業理念、経営理念、行動規範を実践していく

ための指針として、会社が経済性を追求すると同時に、社会に

とっても有益な存在であるための事業活動や行動の基本姿勢を

具体的に示した「NGKグループ企業行動指針」を定めています。

この指針の制定と法令・企業倫理順守のグループ内への徹底、

内部統制システムの整備の状況
会社に重大な影響を及ぼす恐れがあると判断される事件・事故

への対応などについては、コンプライアンス、セキュリティ、社会

貢献推進の専門分科会を傘下に持つCSR委員会が取り扱い、

グループの内部統制システムの維持とレベルの向上を図って

います。

　日本ガイシグループは、社会の持続可能な発展に貢献するこ

とを目指して、CSR委員会、全社環境委員会、全社品質委員会、

全社安全衛生委員会、内部統制委員会を設置し、グループの

CSR活動を推進しています。

CSR活動は各委員会を設置して推進

全社安全衛生委員会

内部統制委員会
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行動ガイドライン 毎年、計画に応じた活動をレビュー
行動指針に基づき、日々の業務の中で「自分は何を行えばよいか」を示したガイドライン

企業理念の実現
社会の期待と信頼に応える

Ⅰ

企業活動のあり方
高い倫理観に基づき
誠実に行動する

Ⅱ

社会の一員として
社会とともに
持続的に発展する

Ⅲ

企業情報の開示

公正、自由、透明な
取引の実践

人間性の尊重、
快適な職場環境の確保

コンプライアンスの徹底、
リスクマネジメント

地球環境の保全

ステークホルダーとの
コミュニケーション

地域社会との協調、
社会貢献活動の推進

より良い社会環境に資する
商品の提供

日本ガイシはより良い社会環境に資する商品を提供し、新しい価値を創造する。
企業理念

NGKグループ企業行動指針
企業行動指針の8項目を
CSR活動の推進項目に設定

8項目に沿った詳細な目標。
目標ごとに毎年活動計画を策定

● CSRの目標

●
● 
●  

地球環境保全に貢献する製品・サービスの開発、提供
安全・安心を実現する製品・サービスの開発、提供
より高品質な製品・サービスの実現

● 
● 
企業情報発信の充実
財務報告に係る内部統制のスパイラルアップ

● 
● 
● 
● 
● 
● 

NGKグループ企業行動指針の徹底、教育の実施
リスクマネジメント体制の強化 　
知的財産権の尊重・保護
情報セキュリティの構築、レベルアップ
独占禁止法・下請法などの取引関連法規の順守
輸出管理関連法規の順守

●
●
公正・公平な調達パートナー評価とリソースの複数化徹底
CSR調達の推進

●
●
●
●

地球温暖化防止
環境に優しい生産プロセスの導入
資源循環の推進
グローバル環境管理の強化

●
●
●

留学生への奨学、生活支援
地域社会・労組・NPOなどと協調した社会貢献活動
従業員のボランティア活動に対する支援

●
●
●

お客さま・調達パートナーとのコミュニケーション活動
工場見学・オープンハウスなどを通じた地域社会との交流
CSRトークライブ（CSR実践に向けた従業員各層との対話）

●
●
●
●

安全・快適な職場環境の維持、レベルアップ
グループとしての人財開発、人材登用
多様な人材活用の実現
職場と家庭、子育ての両立支援

CSR推進項目

企業理念を実現するための
行動指針

　日本ガイシグループは、企業理念を形あるものにすることを

通じて、より良い社会環境づくりに貢献し、社会に新しい価値を

もたらす製品やサービスの提供に今後も取り組んでいきます。

　こうした活動を実践することで、社会の皆さまの期待と信頼

を獲得し、お客さまや従業員、取引先の皆さまとともに、企業の

社会的責任を果たしていきたいと考えています。
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より良い社会環境に資する商品の提供

CSR活動の目標と実績
（注）本表内では、日本ガイシ（株）単体を「日本ガイシ」、国内外のグループ会社を「グループ会社」と表記しています。

2013年度の計画・目標

企業理念の実現Ⅰ 企業活動のあり方Ⅱ 社会の一員としてⅢ

Plan Do
評価※ 参照先
Check Action

2013年度の活動の実績

P.20

1
○

2014年度の計画・目標

自動車関連製品の市場動向に対応し
グローバルな生産体制を強化
（日本ガイシグループ）

●1 自動車関連製品の需要拡大に対応し
生産体制をグローバルに増強

自動車関連製品の市場動向に対応し
計画的に生産体制を強化

CSR推進項目：

WEB

WEB

P.22
1 ○NAS電池の信頼回復に努め、継続受注 
（日本ガイシ）

●1 欧州の送電会社よりNAS電池を大口
受注

市場開拓とコストダウン推進

P.21

1
○

○

製品の信頼性設計を強化して品質リスク
の徹底排除と、製造品質のさらなる向上 
（日本ガイシグループ）

●1 DR（設計審査）の強化のため、ガイドライン
を作成

全社レビュワ活動や重要テーマの全社
DRの実施

劣化を考慮した設計品質強化と、バラツキ
を抑える製造方法の改善

●地球環境保全に貢献する製品・サービスの開発、提供

●安全・安心を実現する製品・サービスの開発、提供

●より高品質な製品・サービスの実現

企業情報の開示

1 ○公平、公正な情報の適時、適切な開示の
継続 （日本ガイシグループ）

●1 公平、公正な情報の適時、適切な開示の
継続

公平、公正な情報の適時、適切な開示の
継続・強化

CSR推進項目：

1

2

△

○

監査指摘を受ける項目の削減
（日本ガイシグループ）

前年度までの評価実績が良好なプロセス
を対象に評価と監査を効率化
（日本ガイシグループ）

●

●

1

2

2

指摘事項は増加したが、改善をすべて年
度内に完了
評価実績が良好なプロセスを対象に評
価と監査を効率化

監査指摘を受ける項目の削減と確実な改善

前年度までの評価実績が良好なプロセス
を対象に評価と監査を効率化

●企業情報発信の充実

●財務報告に係る内部統制のスパイラルアップ

WEB

WEB

WEB

コンプライアンスの徹底、リスクマネジメント

1
○

引き続き「NGKグループ企業行動指針」
と「行動ガイドライン」を周知・徹底
（日本ガイシグループ）

●1 キャリア教育などで周知徹底するととも
に、企業行動指針をまとめた啓発用ペー
パーを作成し全従業員に配布

引き続き「NGKグループ企業行動指針」
と「行動ガイドライン」を周知・徹底

CSR推進項目：

1
○

○

全社のリスク対策状況をCSR委員会で
定期的にフォロー （日本ガイシグループ）
日本ガイシを対象とする第4回CSAアン
ケートを実施 （日本ガイシ）

●

●

1

22

CSR委員会を3回開催し、リスク対応状
況をフォロー
日本ガイシの執行役員、常勤監査役を含
む1,467人を対象とする第4回CSAアン
ケートを実施

全社のリスク対策状況をCSR委員会で
定期的にフォロー
国内グループ会社を対象とするCSAアン
ケートを実施

●NGKグループ企業行動指針の徹底、教育の実施

1
○

2014年4月にサポート終了となるパソ
コンOS（基本ソフト）への対応をグルー
プ全社で完了 （日本ガイシグループ）

●1 全グループ会社で完了 セキュリティー対策の継続フォローとソフト
ウエア管理の強化

●情報セキュリティーの構築、レベルアップ

●リスクマネジメント体制の強化

P.24

1

2

○

○

管理層向け啓発プログラムの拡充
（日本ガイシ）

若手技術者を対象にした対話形式の少
人数セミナーを継続実施
（日本ガイシ）

●

●

1

2

前年度の中国知財リスクの講習会を受
け、知財戦略を開始
若手技術者対象の「特許マップ活用説明
会」を2回、対話形式の少人数セミナー
を8回実施

イノベーターの知財マネジメントをテー
マに、管理層向け啓発プログラムを実施
若手技術者を対象にした対話形式の少
人数セミナーを継続実施

●知的財産権の尊重・保護
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本レポートで報告している活動を示しています。

本レポートで掲載していない活動について、WEBサイトで報告しています。WEB

P.28

WEB

コンプライアンスの徹底、リスクマネジメントCSR推進項目：

人間性の尊重、快適な職場環境の確保

2013年度の計画・目標
Plan Do

評価※ 参照先
Check Action

2013年度の活動の実績

1

2

3

○

○
○

2014年度の計画・目標

リスクを漏れなく確実に抽出、対策する
ため、全社レベルでフォロー （日本ガイシ）
5S職場認定取得活動を全社で展開 
（日本ガイシ）

長時間労働者の健康管理を継続実施
（日本ガイシ）

●

●

●

1

2

3

3ヵ年計画のリスクアセスメント強化で、
2年目の目標を上回る活動実績を達成
3事業所で489チームが活動し、すべて
のチームが認定を取得
面談・健診対象者が前年度比67％と
大幅減

事故未然防止のための安全教育に注力

5S職場認定を維持する活動を全社で継続
展開
長時間労働者の健康管理を継続実施

CSR推進項目：

●安全・快適な職場環境の維持、レベルアップ

1

2

3

○

○

○

部門や受講者のニーズも勘案した最適
な教育の企画 （日本ガイシ）
「現場力の強化」を図る研修を計画的に
進行 （日本ガイシグループ）
語学研修を継続実施（目標＝新入社員の
8割がTOEIC600点以上） （日本ガイシ）

●

●

●

1

2

3

階層や職種に応じた計画的な人材育成
を実施
現場内社内インストラクターが13名加
わり、総計25名に拡大
新入社員の85％がTOEIC600点以上
達成

人材に応じた有効性の高い教育の企画

「現場力の強化」を図る研修を計画的に
進行
語学研修を継続実施（目標＝新入社員の
8割がTOEIC600点以上）

●グループとしての人財開発、人材育成

1 ○教育等の支援による各部門のレベル
アップ （日本ガイシ）

●1 全社の輸入貨物の通関状況の一括管理
開始と輸出入ハンドブックの周知徹底

輸出入管理関連の勉強会など教育の継続
実施

●輸出管理関連法規の順守

P.24

P.23

1

2

○

○

米国と欧州のグループ会社で、弁護士による
競争法セミナーを定例化 （日本ガイシグループ）
競争法ハンドブックの周知徹底 
（日本ガイシグループ）

●

●

1

2

韓国・米国と欧州のグループ会社で、競
争法セミナーを実施
周知徹底に加え、競争法の最新情報を
伝達

引き続き、セミナーなどを定例実施

競争法ハンドブックの周知徹底と活用
促進

●独占禁止法・下請法などの取引関連法規の順守

P.29

公正、自由、透明な取引の実践

1

2 ○

全取引先社数の1割に当たる社数の取引
先の評価を実施 （日本ガイシ）
重要な原材料等の複数取引先の継続確保 
（日本ガイシグループ）

●

●

1

2

全取引先社数の1割以上に当たる98社
の訪問・評価
取引先上位約50社にBCP関連のアン
ケートを実施･回収

全取引先社数の１割に当たる社数の取引
先の評価を実施
回収したアンケート結果を参考に推進

CSR推進項目：

●公正・公平な調達パートナー評価とリソースの複数化徹底

P.29

1

○

グリーン調達ガイドラインをCSR調達
ガイドラインに一体化して改定するとと
もに、「浸透（理解）～実態調査」段階
から「順守（同意）～拡大」段階へと進化
（日本ガイシグループ）

●

1 グリーン調達ガイドラインをCSR調達
ガイドラインに統合し、「浸透（理解）～
実態調査」段階から「順守（同意）～拡
大」段階へと進化
「CSR調達ガイドライン」に、「紛争鉱物・
贈収賄・人権／労働」の原則を追加

「順守（同意）～拡大」段階を継承し、新規
取引先を対象として同意を求めCSR調
達を拡大

● CSR調達の推進

P.26

1

2

○

○

○

引き上げ後の法定障がい者雇用率2.0％
を達成（日本ガイシ）
「総合職転換制度」の利用促進を継続
実施 （日本ガイシ）

●

●

1

2

法定雇用率2.07％を達成

2013年度までに計69名が職群を転換

法定雇用率2.0％以上を維持

「総合職転換制度」の利用促進を継続実施

●多様な人材活用の実現

P.26

1

2

○

○

労働時間に関するルールを周知徹底
（日本ガイシグループ）
子育て支援策の拡充と利用拡大 
（日本ガイシグループ）

●

●

1

2

労使による勉強会を発足し、意見交換を
実施
育児期間中の短時間勤務などの制度利
用が拡大

労働組合とともに長時間労働是正を推進

子育て支援策の拡充と利用拡大

●職場と家庭、子育ての両立支援

※  年度目標に対する達成度の自己評価基準 ： 

○ 目標達成 △ 目標の80％以上を達成 × 目標の達成率は80％未満　 　
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CSR活動の目標と実績

地球環境の保全

2013年度の計画・目標
Plan Do

評価※ 参照先
Check Action

2013年度の活動の実績

P.32

1

2014年度の計画・目標

CO2排出量の抑制
国内 CO2排出量 18.1万トン以下
 売上高原単位 対前年度比8％減※1
海外 売上高原単位 対前年度比5％減※1
（日本ガイシグループ）

●1 CO2排出量の抑制
国内 CO2排出量 18.1万トン
 売上高原単位 対前年度比9％減
海外 売上高原単位 対前年度比22％減

CO2排出量の抑制
国内 CO2排出量 18.3万トン以下
 売上高原単位 対前年度比13％減
海外 売上高原単位 対前年度比4％増

CSR推進項目：

P.34

P.36

1
○

法改正頻度の高い中国を対象に、情報
共有の仕組みづくりに着手 
（日本ガイシグループ）

●1 海外の全グループ会社の法規制対応状
況を把握する仕組みを整備

海外グループ会社の環境潜在リスクの
抽出に着手

●地球温暖化防止

●グローバル環境管理の強化

地域社会との協調、社会貢献活動の推進

1

2

3

○
○

留学生支援事業を継続 
（日本ガイシ）

社内外で留学生が講師役を務める語学
講座や異文化交流会を継続実施
（日本ガイシ）

支援終了後も情報発信 
（日本ガイシ）

●

●

●

●

1

2

2

3

5カ国39人に宿舎を提供、9カ国20人
に奨学金を支給
語学講座を20回、異文化交流会を13回
開催

支援終了後に「NGKインターナショナル・
フレンドシップクラブカード」や年賀状を
配布

留学生支援事業を継続

留学生が講師役を務める語学講座や異
文化交流会を継続実施

支援終了後も情報発信を継続

CSR推進項目：

●留学生への奨学、生活支援

○

P.32

1

2

○

○

海外拠点への革新プロセス技術の展開
を推進
（日本ガイシグループ）

日本ガイシで実施した汎用設備の省エネ
対策をグループ会社に展開 
（日本ガイシ）

●

●

1

2

国内拠点で実施した高効率設備の導入
や運用改善を海外拠点に展開

国内・海外のグループ会社の汎用設備の
省エネ診断に着手

海外拠点への革新プロセス技術の展開を
推進

国内・海外のグループ会社の汎用設備の
省エネ診断と対策を推進

●環境に優しい生産プロセスの導入

P.33

1

2

△

○

排出物発生量の抑制
国内 売上高原単位 対前年度比15％減※1
海外 売上高原単位 対前年度比5％減※1
（日本ガイシグループ）

再資源化率向上
インドネシア、メキシコ等のグループ会社
に対して詳細な解析を実施 （日本ガイシ）

●

●

1

2

排出物発生量の抑制
国内 売上高原単位 対前年度比6％減
海外 売上高原単位 対前年度比22％減

再資源化率向上
再資源化率が低い海外グループ会社の
課題を特定

排出物発生量の抑制
国内 売上高原単位 対前年度比23％減
海外 売上高原単位 対前年度比9％減

海外の全拠点について、実情に合わせた
適正範囲の再資源化率の見極め

●資源循環の推進

○

P.35,36

P.36

1 ○
○

従業員が気軽にボランティア活動ができる
環境を整備 （日本ガイシ）

●1 TFT（TABLE FOR TWO）を通じ、アフ
リカに約44,000食の給食を寄付
森づくりボランティア活動を実施

従業員が気軽にボランティア活動ができる
環境を継続整備

●従業員のボランティア活動に対する支援

1
○

グループ各社の活動状況を把握し、各社
の次の活動につながるような情報を発信
（日本ガイシグループ）

1 グループ各社の活動状況を共有化 グループ各社の活動状況を把握し、各社の
次の活動につながるような情報発信を
継続

●地域社会・労組・NPOなどと協調した社会貢献活動

※1  売上の集計方法を見直しました。それに伴い対前年度の目標値も修正しました。

（注）本表内では、日本ガイシ（株）単体を「日本ガイシ」、国内外のグループ会社を「グループ会社」と表記しています。

企業理念の実現Ⅰ 企業活動のあり方Ⅱ 社会の一員としてⅢ
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P.22

P.38

ステークホルダーとのコミュニケーション

2013年度の計画・目標
Plan Do

評価※ 参照先
Check Action

2013年度の活動の実績

1

2
3

○

○

○

2014年度の計画・目標

主要取引先への業績説明会を開催
（日本ガイシ）

取引先ヘルプラインを継続運用 （日本ガイシ）
最適な取引先の採用と、取引先のレベル
アップための取引先訪問活動実施
（日本ガイシ）

●

●

●

1

2
3

主要取引先131社への業績説明会を
開催
取引先ヘルプラインを継続運用
新規の取引先11社と既存の取引先87社
の計98社の訪問を実施

主要取引先への業績説明会を継続開催

取引先ヘルプラインを継続運用
新規取引先、主要取引先を中心に訪問、
評価を継続実施

CSR推進項目：

●お客さま・調達パートナーとのコミュニケーション活動

P.38

1

2

○

△

工場見学対応等を通じた地域社会との
交流の活性化 （日本ガイシ）
社外ステークホルダーとのダイアログ実施
（日本ガイシ）

●

●

1

2

4事業所で8件の工場見学対応を通じて
地域社会と交流
地域行政の方々を中心に、意見交換を
実施

地域社会との交流を継続実施

社外ステークホルダーとのダイアログ
を継続実施

●工場見学・オープンハウスなどを通じた地域社会との交流

P.37

1

2

○

○

日本ガイシおよび国内グループ会社
従業員との双方向コミュニケーション
イベントの開催 （日本ガイシ・国内グループ会社）
「CSR-Web」の内容充実
（日本ガイシ・国内グループ会社）

●

●

1

2

「CSRトークライブ」を計8回開催、グループ
会社1社が初参加

「CSR-Web」でCSR委員会の議事内容
やCSR活動の情報を発信

日本ガイシおよび国内グループ会社従業
員との双方向コミュニケーションイベント
の継続開催
「CSR-Web」の内容充実

● CSRトークライブ（CSR実践に向けた従業員各層との対話）

本報告書およびWebサイトでは、CSR推進項目・CSRの目標に応じた年次活動を報告しているほか、
目標化していないものの、社会にとって重要な活動についても以下のとおり報告しています。

企業情報の開示

P.19

「CSR活動の目標と実績」以外の取り組み

開かれた株主総会を目指して

人間性の尊重、快適な職場環境の確保

投資家向け説明会や個別訪問を実施

地球環境の保全

環境基本理念

「女性活躍推進企業」として、
女性の採用・職域拡大を継続
従業員の個性や能力を活かすため、
2つの制度を運用
製造契約従業員の正規雇用への
転換と飛び級昇格を実施
若手の職場定着を図る
フォローアップ制度を運用
再雇用制度をハーフタイム勤務も
選択できるよう変更
厚労省の
「子育てサポート企業」に認定
災害の未然防止を目指して、
安全衛生教育を実施

心身の健康増進を図る活動を
積極的に展開
個人の尊重、ハラスメント行為の
防止を徹底
経営課題や福利厚生などについて、
労使で積極的に意見を交換

より良い社会環境に資する商品の提供

大気汚染物質「PM」の
排出抑制に貢献
全従業員が参加する品質改善活動
「QuiC 活動」

すべての製品で使用者の健康や
安全に悪影響がないことを確認

WEB

WEB

WEB

株主還元策

株主情報

WEB

コンプライアンスの徹底、リスクマネジメント

コンプライアンス教育を国内外で実施

海外グループ会社のリーガル
リスクマネジメント状況の把握を強化

職務発明報奨制度を設けて、
従業員の発明を奨励

WEB

WEB

WEB

事業継続体制の確立に向けた
訓練の実施

WEB

品質不具合の未然防止教育や
レビュワ教育などの品質教育を強化

WEB WEB

WEB

WEB

グローバル人材の育成を目指し、
海外実務研修を実施

WEB

WEB

WEB

WEB

WEB

WEB

WEB

WEB

地球環境の保全

環境行動指針 WEB

地域社会との協調、社会貢献活動の推進
集中備蓄食品のフードバンク等
への寄贈

P.34「NGKエコポイント制度」を
全社に展開

連結環境管理推進体制 WEB

環境活動の経緯 WEB

環境負荷の全体像 WEB

第3期環境行動5カ年計画
（2011年～2015年）の進捗状況

WEB

環境マネジメントシステムの取り組み WEB

環境監査 WEB

環境リスクマネジメント WEB

P.38

ステークホルダーとのコミュニケーション
一般のお客さまの「声」に応える
仕組みづくりを推進

教育啓発 WEB

環境会計 WEB

WEB

WEB

WEB環境基本方針

本レポートで報告している活動を示しています。

本レポートで掲載していない活動について、WEBサイトで報告しています。WEB

P.24

P.25

P.27

国内外で女性管理職の登用を促進

海外グループ会社で
安全衛生活動を推進

※  年度目標に対する達成度の自己評価基準 ： 

○ 目標達成 △ 目標の80％以上を達成 × 目標の達成率は80％未満　 　
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ディーゼル発電機から排出される
PM（黒煙微粒子）を99％以上捕集

地球環境の保全に貢献する製品・サービスの開発、提供
CSRの目標

　日本ガイシは、自動車の厳しい排ガス基準をもクリアする

セラミックフィルターの製造技術を応用して、ディーゼル発電機

の黒煙を除去する「セラレック®」システムを開発。99％以上の

PM（黒煙微粒子）を除去し、大気汚染や健康被害の防止に貢献

しています。

　セラレックは現在、中国やシンガポールといった新興国の

化学製品工場をはじめ、世界各国の発電所、生産工場などさま

ざまな用途のディーゼルエンジン排ガス処理に活躍しています。

　ディーゼルエンジンの開発拠点である当社のエンジン試験室で
は、耐久試験などのため厳しい条件下でエンジンを稼動させるため、
通常の走行時よりも黒いススを含んだガスが多く排出されます。こ
のススを除去するために、セラレックを導入しています。セラレック
の優れた性能により、排ガス規制に適合していない古いエンジンで
も安心してテストができます。
　日本ガイシには今後、中国で保守などのアフターサポートを強
化していただき、性能を向上させた新製品の提供など、さらなる
環境対策への支援を期待しています。

蘇州五十鈴柴油機技術服務有限公司 
董事・総経理 有元 淳 様

ディーゼルエンジン開発時の
環境対策に効果を発揮しています

優れた黒煙除去技術で課題解決に貢献

　ディーゼルエンジンで航行する船舶でも排ガス規制が強化

されつつあり、NOx（窒素酸化物）やSOx（硫黄酸化物）などの

大気汚染物質の規制開始に続き、PMについても規制化が検討

されています。

　日本ガイシは、これまで納入していた船舶の補機エンジン

（発電機）用に加え、排ガス量の多い主機エンジン（動力機）用の

セラレックシステムの開発に着手しています。2013年8月から実船

で約1,100時間にわたる実証試験を実施し、その効果を確認して

おり、早期実用化に向け開発・実証を加速していきます。

船舶用エンジンでも大気汚染防止に活躍
お客さまの声

Topics 2013

処理後排ガス

処理前排ガス

高圧空気（0.2～0.5MPa）

集塵時 逆洗時

高温に強い
セラミックフィルター

「セラレック®」

船舶での実証試験で高いPM除去性能を確認

セラレックシステム

セラミック
フィルター

ダスト

高温の排ガスを
セラレックシステムに
通すことでガスと
ダストを分離

高圧空気を通し、
吸着したダストを
洗い落とします

日本ガイシ CSR REPORT 201419

日本ガイシグループは、「お客さま第一」の全社品質方針のもと、より良い社会環境に資する製品・サービスの提供を
最も重要な使命の一つと考え、お客さま視点に立った品質づくりに努めています。

より良い社会環境に資する商品の提供Ⅰ 企業理念の実現



　日本ガイシは、自動車排ガス浄化用セラミックス「ハニセラム®」

やディーゼル・パティキュレート・フィルター、車載用の高精度

NOx（窒素酸化物）センサーなど排ガス対策製品の開発・生産に

注力しています。近年は、世界的な自動車排ガス規制の強化や、

新興国を中心とした自動車販売の増加による需要の拡大に対応

するため、グローバルな生産体制の拡充を進めています。

　自動車排ガス浄化用セラミックスについては、2014 年1月に

ポーランドに新設したディーゼル車排ガス浄化用大型ハニセラ

ムの新工場や、国内外工場の生産設備増強によって、2013年

度までに生産能力約40％増強が完了しました。

　NOxセンサーについても、従来240万本であった年間生産

能力を2013年度に700万本まで増強しました。

自動車の排ガス中に含まれる有害
成分を無害化する触媒を保持する
セラミック担体

　日本ガイシは、原子力施設で発生する多量の可燃性廃棄物を

安全に焼却処理する装置を国内の全ての原子力発電所と複数の

研究施設に納入しています。

　2013年には放射性廃棄物を処理する施設にロータリーキ

ルンを納入しました。この装置は、廃棄物を連続的に投入、処

理できる回転式の炉です。放射性物質の漏れを防ぐために密

閉構造となっており、炉内部を負圧に保ち放射性廃棄物を安

全に処理します。

放射性廃棄物の安全な処理のために

▲  ハニセラム

▲ 車載用高精度NOxセンサー

ディーゼルエンジンから排出される
PMを除去するセラミックフィルター

▲  ディーゼル・パティキュ
レート・フィルター

自動車排ガス中のNOx濃度をppm
レベルの高精度でリアルタイムに測
定できるセンサー

納入したロータリーキルン

近年のグローバル生産体制強化の状況

●

●

●

●

●

ＮＧＫ（蘇州）環保陶瓷
■ハニセラム、大型ハニセラム、
　コージェライト製ＤＰＦ生産設備増設
　（2012年8月 生産開始）

ＮＧＫセラミックス ポーランド
■大型ハニセラム生産工場新設
■炭化ケイ素製ＤＰＦ生産設備増設
■NOxセンサー組立設備新設
　（2014年1月生産開始）
■NOxセンサー組立設備増設
　（2015年10月まで段階的に生産開始）
■コージェライト製品生産設備増強
（DPF、大型ハニセラム、ガソリン・
パティキュレート・フィルター（GPF※））
　（2016年1月稼働予定）

日本ガイシ 石川工場
■大型ハニセラム、コージェライト製
　ＤＰＦ生産設備新設
　（2013年7月 生産開始）
■ハニセラム最新鋭生産ライン導入
　（2015年7月 稼動予定）

ＮＧＫセラミックスＵＳＡ
■ハニセラム生産設備増強
　(2014年1月 生産開始)

ＮＧＫセラミックスインドネシア
■ハニセラム、大型ハニセラム生産設備増設
　（2013年4月 生産開始）

ＮＧＫセラミックスメキシコ
■大型ハニセラム、コージェライト製
　ＤＰＦ生産設備増設
　（2013年3月 生産開始）

※GPFは新製品

市場ニーズに応えて、自動車の排ガス
対策製品の生産体制を増強しています

地球環境の保全に貢献する製品・サービスの開発、提供
CSRの目標

●
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「DRガイドライン」の目指すところ

　日本ガイシグループでは近年、お客さまの品質要求の高度化や

多様化、対象市場などの違いによって事業間の品質活動レベルに

差異が生じていました。そこで、2010年度に「NGK品質活動の

再構築」を決定、品質リスク排除を目指す「全社品質活動ルール」

を策定し、年々ルールが定着しています。

　なかでもＤＲ（設計審査）を最重要活動と位置付け、開発の節

目や製造工程の変更時にはＤＲを実施し、重要なＤＲには全社か

らレビュワが参加して品質リスクの排除を支援しています。また、

全社DR（全社品質会議）には専門技術者のほか経営幹部も出席

し、製品の信頼性、安全性などを多面的に評価しています。

　2013年度は、各部門の内部監査を行い、全社品質活動ルール

の有効性を確認し、さらに部門の品質活動がより良くなるよう

に議論を重ねました。また、DRをより活性化し品質リスク排

除を徹底できるよう、「DRガイドライン」を作成し普及教育に

努め、DRの有効性を向上させました。

　さらに、製品の市場での耐久性や安全性に視点を置く信頼性

設計の強化にも取り組みました。

　今後も、品質リスクを徹底排除するとともに、製造品質のさら

なる向上による「品質活動の強化」に取り組んでいきます。

全社を挙げて品質リスクの排除を強化

日本ガイシグループの「全社品質活動ルール」

ルールの定着から、ルールの有効性改善へ DRを
改善することで
品質リスクを
排除

最終目的

製品設計や
工程設計の検討
（DRの準備）

設計者

DRの場での
議論・審議

DR
参加者

【DRガイドライン】
重要な視点と考え方

＜設計者、DR参加者が注意すべきこと＞
□ 「変更点・変化点とその影響」を明らかにする

□ 使われ方と作りのバラツキを明らかにして、
　 製品設計・工程設計へ反映する

□ “守るべき品質”を確認する

設計プロセスの
レビューに関する重要ポイント

＜DR運営者、主催者が注意すべきこと＞
□ DRはみんなで設計を見直す場

□ 審議のアウトプット項目を最初から明らかにする
　 設計案の根拠と考え方について明らかにさせる

□ 運営を継続的に改善していく

□ DRの質向上のために、関連教育を計画的に行う

DRの運営に関する重要ポイント

より良い社会環境に資する商品の提供Ⅰ 企業理念の実現

全社品質方針
品質を大切にし､お客さまと世の中に信頼され

役立つ製品とサービスを提供する

2014年度　全社品質目標
製品の劣化を考慮した設計品質強化と、

製造バラツキを抑える工程設計と現場改善で、

品質リスクを徹底排除する

● 系統的に影響する要因を探し、
　 抜けなくリスクをチェックしよう
● リスク評価した根拠と考え方を示し、
　 意見をもらおう
● みんなで、デザインをより良くする
 　ための知恵を出し合おう

より高品質な製品・サービスの実現
CSRの目標
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　ものづくり企業として、製造部門はもちろん、非製造部門の品質改善
活動にも力を入れており、2013年度の全社大会では営業や法務、生産
管理などの非製造部門チームが活動の成果を活発に発表しました。

非製造部門、海外グループ会社も、
全員参加で品質改善に取り組んでいます

　世界各国で、再生可能エネルギーの増加に伴い大容量蓄電池

の需要がますます高まるなか、国内外でNAS電池の導入が拡大

しています。

　今後もNAS電池の拡販に向けた受注活動をグローバル規模

で積極的に進めていくと同時に、コストダウンにも努め、世界の

お客さまの期待に応えていきます。

大容量電力貯蔵用NAS®電池の導入拡大

　日本ガイシグループでは、全従業員が参加する品質

改善活動「QuiC（Quality up innovation Challenge）

活動」を、2003年から展開しています。製品と仕事

の質の向上を図るための小集団による改善活動と

提案活動から成り、優れた改善事例はグループ全社

で共有しています。

　2013年度、日本ガイシの提案活動参加率は、製

造部門で100％、非製造部門で83％、提案件数は

約41,000件でした。毎年7月には、優れた改善事

例の横展開を目的に全社大会を本社で開催してい

ます。2013年度は7月12日に開催し、海外グルー

プ会社を含む計16部門が発表、約400人が参加し

ました。

　今後も、製造部門、非製造部門ともに、全員参加

による活性化を目指していきます。

全従業員が参加する
品質改善活動「QuiC活動」

大手送電会社テルナと最大7万
キロワットのNAS電池を供給す
る基本契約に合意。うち初回分
として3.5万キロワットを受注

イタリア

カリフォルニア州の大手電力会
社PG&Eがハードディスクドラ
イブメーカーに設置した4千キ
ロワットのNAS電池が2013年
4月に稼動

アメリカ
アブダビ水利電力庁から受注
した6万キロワットのNAS電
池のうち、第一ロット分を2014
年3月に納入

アラブ首長国連邦

大手電力会社BCハイドロが、カ
ナディアンロッキー山脈自然公
園群にあるヨーホー国立公園に
設置した1千キロワットのNAS
電池が2013年3月に稼働

カナダ

非常用・瞬時電圧低下用途など
の案件が具体化。離島でのNAS
電池の設置計画も進行中

日本

カナダに設置したNAS電池の開所式に出席した
現社長（当時常務執行役員）の大島卓（右から2人目）
カナダに設置したNAS電池の開所式に出席した
現社長（当時常務執行役員）の大島卓（右から2人目）
カナダに設置したNAS電池の開所式に出席した
現社長（当時常務執行役員）の大島卓（右から2人目）

最優秀賞を獲得したNAS電
池の生産管理部門。効率的な
在庫管理システムを考案

製品不良の低減策などについて発表し、入賞した
ポーランドや南アフリカの生産拠点の従業員

管理
部門

優秀賞は営業部門による
営業事務業務の効率化
事例

営業事務社員の研修を
行い、顧客目線で業務
改善を実施した

営業
部門

海外
拠点

安全・安心を実現する製品・サービスの開発、提供
CSRの目標

生産性の向上を実現した
工場の改善チーム

製造
部門

よる 営業事務社員の研修を
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　日本ガイシグループは、独占禁止法や反トラスト法などの競争

法やわが国の下請法（下請代金支払遅延等防止法）など、取引

関連法規の順守・徹底に努めています。

　競争法の順守体制を強化するため、2011年度には、役員・従業

員の順守義務や管理体制、守るべき事項・禁止している事項など

について明記した社規「競争法遵守規定」を制定しました。

　2013年度も、この規定を周知徹底するために、各種競争法に

関する教育の場で規定の内容や競争法の最新情報などについて

説明しました。2012年度に作成し、日本ガイシの全役員と従業

員（全基幹職と業務が競争法とかかわりのある部門の一般職）に

配布した、競争法を順守するために各人が取るべき具体的な行

動に関するガイドライン「競争法ハンドブック」の内容について

も、各種コンプライアンス教育の場で解説し、周知に努めました。

　また、例年と同様に、弁護士を外部講師として招き、競争法

コンプライアンス講演会を3会場で実施。当社の役員、基幹職

など約360人が受講しました。海外グループ会社においても、

日本および現地の弁護士が講師となって、韓国、米国、欧州で、

競争法の内容や執行状況を説明し、競争法順守のための実務

上の注意点に関するセミナーを実施しました。

　来年度以降も引き続き、海外グループ会社も含めて、競争法

教育を実施していきます。
実施回数：1回（同テーマ・3会場で実施）
役員向け1回、基幹職・営業職向け2回
内容：米国反トラスト法の実務動向

実施回数：韓国、欧州で各1回、
米国（DVD研修/会社ごとに実施）1回
内容：競争法の説明と実務上の留意点

外部講師
による講演会

約360人
（役員、基幹職、営業職）

参加

実施回数：9回
内容：競争法を順守する
ための具体的な行動など

社内講師
による競争法研修

約200人
（事業部門・グループ会社）

参加

海外グループを
対象とした教育

約140人
参加

国内外で競争関連の法令順守の取り組みを強化
独占禁止法・下請法などの取引関連法規の順守
CSRの目標

Topics 2013

マクダーモット・ウィル＆エメリー法律事
務所のヒューストンオフィス所属。米国司
法省反トラスト局元次長。国際的な競争
法の最新動向を踏まえた上で、日々の業
務でどのような点に注意して行動すべき
かなどについて講演していただきました。

法

職

務

法

マクダー
務所のヒ
法省反ト
法の最新
務でどの
かなどにつ

講演会の講師を務めたアリソン・L・スミスさん

各事業所で実施した競争法順守に関する講演会

　競争法コンプライアンス体制強化のための教育の一環とし

て、役員や営業部門などの全基幹職、営業担当者を対象に、講

演会を実施しました。

競争法順守に関する講演会を各地で実施
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日本ガイシグループは、コンプライアンスをCSRの根幹であると考え、従業員への浸透に努めています。
また、情報セキュリティーの強化など、事業活動に伴うリスクの最小化にも全力で取り組んでいます。

コンプライアンスの徹底、リスクマネジメントⅡ 企業活動のあり方



　日本ガイシでは、事業部門や研究開発部門での知的財産戦略

を磨くために、管理層向けの啓発プログラムを実施するととも

に、そこで抽出された課題を自社の知財戦略に活かしています。

　2013年度は、前年度に実施した中国市場における知財リス

クをテーマにした知財講習会を受けて、競争企業の特許出願の

動向調査および自社技術のノウハウ保護に関する知財戦略を

開始しました。2014年度は、大学教授を講師に招き、「イノベー

ターの知財マネジメント」をテーマに管理層向けの啓発プログ

ラムを実施する予定です。

　「外国為替及び外国貿易法」をはじめとする輸出管理関連法

規に対応するため、日本ガイシでは、許可の要否を審査し、その

記録を安全保障輸出管理データベースに蓄積しています。

　2013年度は、新たに輸入貨物管理台帳機能を、データベース

に追加し、全社の輸入貨物の通関状況の一括管理を開始しま

した。各現場で実施されていた輸入業務を1件ごとに把握する

ことができ、関連法規順守の強化につながっています。

　また、2012年度に発行した、輸出入通関における法規の

順守事項などをまとめた「輸出入ハンドブック」の周知徹底にも

取り組みました。社内イントラネットに掲載するとともに、社内

各部門で行われた輸出入管理関連の勉強会でもハンドブックの

趣旨を啓発する教育を実施しました。

確実な審査と輸出入手続きの実施を徹底

　日本ガイシでは、BCP（事業継続計画）を全社的に推進する

組織として、BCP対策本部を設置しています。

　2013年9月には、大規模地震が発生したとの想定のもとで

対策本部長である社長を中心にＢＣＰ復旧対策会議を開催し、

最新の被災状況を確認する訓練を実施しました。

　11月には、大規模地震発生から復旧方針決定までの間の

BCPについて、理解力や対応力などを

検証するため、BCPケーススタディ訓練を

実施。課題や不足点を抽出して、BCPの

行動計画書を見直しました。

　今後も、万一に備え、各人や各組織が

適切に判断し、行動できるように、さまざま

な訓練を通じてBCPの実効性を高めて

いきます。

事業継続体制の確立に向けた訓練の実施

　主に開発部門の若手技術者を対象に、知財情報をグラフや

図にして「見える化」する手法を学ぶ「特許マップ活用説明会」

を継続実施しているほか、全社向けに特許の基礎を学ぶ

e-ラーニングも導入しています。

　2013年度は、「特許マップ活用説明会」を2回実施し、計5人

が受講。e-ラーニングは計55人が受講しました。また、対話形

式の少人数セミナーを、研究開発部門や事業部門の若手技術者

を中心に8回実施。計57人が受講し、特許の基礎知識や、他社

出願に見る発明の捉え方や社内の発明報奨制度、先行技術調査、

特許明細書の読み方などのテーマについて意見を交換しました。

輸出入ハンドブック

社長の加藤（現相談役）を
中心に大地震に備えた

訓練を実施

BCPケーススタディー訓練。
さまざまな訓練を通じて
事業継続体制の確立を
目指しています

管理層向けの啓発プログラムを実施

若手技術者のための研修

知的財産の尊重・保護
CSRの目標

輸出入関連法規の順守
CSRの目標

リスクマネジメント体制の強化
CSRの目標
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　技術職として原料や材料開発に携わった経験を生かし、海外の
生産拠点で3年間、原材料の管理に当たりました。
　現在は本社の資材部でセラミック原料の調達を担当しており、
国内外の生産拠点と連携して原料の安定供給とコストダウンに
取り組んでいます。世界中のどの生産拠点でも、安価で、安定的に
調達できる原材料を確保することは、既存製品の優位性を維持する
だけでなく、新製品の早期量産化のためにも欠かせません。将来
のビジネス展開に向けて調達面から寄与したいと考えています。

日本ガイシの女性基幹職（管理職）は、2013年度に8名から12名へと増加し、前年比1.5倍となりました。
日本ガイシグループでは、意欲と能力のある女性が、持てる力を発揮する機会を増やすよう努めるとともに、
女性が働きやすい環境づくりに取り組んでいきます。

理系知識と海外駐在経験を生かし
グローバルなビジネス展開を推進します

日本ガイシ 資材部  
資材購買グループ 
サブマネージャー

大塚 愛子

国内外で女性管理職の登用を促進
多様な人材活用の実現
CSRの目標

Topics 2013

全社活動の要として事業体質の
改善に取り組んでいます

池袋琺瑯工業
管理部 総務課 課長

野田 昌子

琺瑯工業
課 課長

 昌子

　人事部所管の役員として、採用や労務、人事制度の策定など
従業員に関するあらゆる分野を担当しています。また、社長と緊密
に協力して当社の経営戦略の策定に力を注いでいます。
　経営陣として忘れてはならないもう一つの使命は、後継者の育成
です。私たちの世代が退職した後も会社を成功に導いていける優秀
な人材を育て会社の継続的な発展につなげたいと願っています。

　中国国内の会計制度や税務制度は目まぐるしく変化しています。
2001年の会社の設立以来、その影響によるリスクの低減に一貫
して取り組んできました。財務や税務の面において会社の発展に
貢献してきたという自負と誇りを持って仕事に臨んでいます。
　今後も周囲の手本になりつつ、優秀な人材の発掘、育成に努め、
当社のさらなる発展に微力ながら貢献したいと思います。

役員として経営戦略の策定や
人財育成に力を注いでいます

財務・税務面から
会社の発展に貢献します

ロックインシュレーターズ  
人事担当副社長

リンダ・バンディ・
ウィリアムズ

NGK（蘇州）環保陶瓷
財務部 部長

フォン ウェイホァ

　総務課長として、従業員の給与や保険、健康に関わる仕事に
加え、安全衛生や環境管理、ロス削減といった全社活動を取り
まとめる事務局を務めています。
　当社は現在、全社を挙げて業務の効率化・スリム化に取り
組んでおり、技術職として生産技術の研究に長年携わった経験
も生かして活動の推進に尽力しています、全社を総合的にとらえ、
他部門に対する積極的な提案や働きかけを実践することで、
事業体質の改善に貢献したいと思います。
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日本ガイシグループは、従業員の人間性を尊重し、安全で働きやすい職場環境づくりに努めています。
また、一人ひとりが公平な処遇のもとで能力を最大限発揮できるよう、人事制度を運用しています。

人間性の尊重、快適な職場環境の確保Ⅱ 企業活動のあり方



　日本ガイシは、従業員が育児や介護と仕事を両立して働き

続けやすい環境づくりに取り組んでいます。

　2013年度は、リフレッシュデー（定時退社日）を毎週水・

金曜日に拡充しました。また、人事部と労働組合による勉強会

「働き方検討委員会」を設け、充実したワーク・ライフ・バランス

の実現に向けて、働き方や労働時間に対する従業員の意識を

調査・検討し、2014年1月には携帯サイズの「ワーク・ライフ・

バランス実現カード」を作成して全従業員に配布し、有給休暇の

職場と家庭、子育ての両立
CSRの目標

定時退社日を週2回に拡充
ワーク・ライフ・バランス実現カードを作成

多様な人材活用の実現
CSRの目標

「総合職転換制度」によって
女性の活躍を促進

法定雇用率を上回る
障がい者雇用率を達成

拡充した子育て支援策の利用者が増加

　日本ガイシでは、「一般職」として入社した従業員が、より広い

業務や専門分野に特化した業務を遂行する「総合職」に職群を

転換できる「総合職転換制度」を1992年に創設しています。

　総合職転換をした先輩従業員を囲む「キャリアプラン座談会」

を実施するなど、制度の利用促進に取り組んできた結果、2013

年度までに、計69人が職群を転換しました。

　日本ガイシは、2010年に新たな人事制度を制定し、子育て支

援策の拡充に取り組んでいます。

　支援策の拡充から4年目の2013年度も、育児期間中の短時

間勤務が37人と前年度比で4人増加。半日有給休暇制度につ

いては、一人平均7.5回利用するなど、支援策の利用が進んで

います。

　また、従来からある育児休職制度についても、利用者は年々

増加しています。2013年度は、前年度比で4人多い29人が取

得し、うち8人が男性でした。

　今後も引き続き、仕事と家庭の両立を図るための職場環境の

整備に取り組んでいきます。

　日本ガイシは、障がい者採用の拡大に取り組んでいます。特

別支援学校からの実習受け入れや障がい者向け採用セミナー

への参加などによって採用を促進してきた結果、2013年度末

の障がい者雇用率は2.07 ％と、2013年4月に改定された法定

障がい者雇用率2.0％を上回りました。

　今後も雇用率の維持・拡大に取り組んでいきます。

育児休職制度の利用実績（日本ガイシ）

障がい者雇用率（日本ガイシ）

取得や、メリハリのある働き方

を促しています。

　今後も、健康障害の防止の

観点からも、長時間労働の

是正に取り組んでいきます。

ワーク・ライフ・バランス
実現カード

育児休職制度を利用した従業員らの声を多数
イントラネットに掲載し、取得を促しています
育児休職制度を利用した従業員らの声を多数
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日本ガイシでは、海外グループ各社でも安全衛生活動に取り組んでいます。2013年度は各社の取り組みを補強するため、

労働災害情報やその対策を海外グループ会社間で共有するためのデータベースを立ち上げ、運用を開始しました。

2014年度はグローバルな安全衛生文化の醸成に向けてさらに取り組みを進めていきます。

　2009年に労働安全衛生マネジメントシステム（OSHMS）を

構築。独自の活動として、月ごとのテーマに取り組む「月間強調

活動」、毎月の全社安全衛生委員会終了時に実施する「計画的

安全点検」、騒音・暑熱・粉塵などに関する「職場環境改善」に

取り組んでいます。

　2013年度は過去に日本ガイシで発生した労働災害のケース

スタディー教育を実施し、新入社員安全教育にも、この内容を

盛り込みました。実際に起きた事故のため、従業員への教育効果

が高く、2013年度の災害は前年度の4件から2件に減りました。

NGK（蘇州）環保陶瓷

　2011年の操業開始以来、積極的に安全衛生活動に取り組ん

でいます。

　デイリーミーティングでは、作業長クラス以上に対して人事

部安全衛生グループから注意喚起を行い、同グループが主催し

て月1回開催するEHS（環境労働安全衛生）ミーティングでは、

課長以上を集めて事故・災害の報告や安全衛生に関わる意見

交換を行っています。

NGKセラミックスメキシコ

海外グループ会社で安全衛生活動を推進

Topics 2013

人間性の尊重、快適な職場環境の確保Ⅱ
安全・快適な職場環境の維持、レベルアップ
CSRの目標

　2012年にOSHMSの国際規格OHSAS18001（2007年版）の

認証を正式に取得して、継続的なリスクマネジメントを実施する

など、積極的に安全衛生活動に取り組んでいます。

　2013年度は安全衛生に関わる8項目の観点から改善を行う

「8D問題解決法」を用いた再発防止に努めました。

　2014年度は作業改善に注力し、作業前に手順や安全を確認

するツールボックスミーティングなどを通じた事故防止に取り組

みます。

NGKセラミックスサウスアフリカ
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企業活動のあり方



　日本ガイシは2012年7月に知多事業所で発生した事故を受け

て3ヵ年の取り組み計画を立案し、安全対策を強化してきました。

　2013年度は前年度に開始した網羅的リスクアセスメントに

引き続き取り組んでおり、作業で抽出したリスクを重要度や危

険度に応じて順次対策を強化しています。また、すべての事業

所で、残留リスクの教育を実施しました。

　2013年度の災害件数は、前年度比ほぼ横ばいでした（右表）。

設備の不備などのハード面に起因する災害が減った反面、人の

不注意・意識不足などによる災害が増加したためです。

　今後は安全教育にさらに注力し、事故の未然防止と安全意識

の高揚に全力で取り組んでいきます。

業務上災害（日本ガイシ・国内製造関連15社）

　2013年度下期から、安全活動のさらなる強化に取り組んでいる日本ガイシ本社工場

では、その活動の一環としてフォークリフトの安全走行を競う「L・ANE（エルアン）

グランプリ」を開催しました。「L・ANE」とは、「L（リフト）、AN（安全）、E（Enjoy：楽しく）」

の略です。

　初めて開催したグランプリには、5つの製造グループと、管理グループから各2人、

計12人の代表が出場しました。出場者は水が入った金魚鉢や高さのある積み荷を

リフトに乗せて、安全走行や荷卸しの正確さなどのスキルを競いました。

　今後も安全意識の向上を図るさまざまな

取り組みを実施し、得られた成果を他工場

へも展開していく予定です。

フォークリフトの安全技能を競うグランプリを開催

安全・快適な職場環境の維持、レベルアップ
CSRの目標

安全意識の高揚に注力

入賞者（写真左右）を
たたえる工場長

大きな声で安全を確認し、
金魚鉢の水をこぼさないように
運転する出場者

表示の改善事例。
在庫数を明示することで、
在庫切れや過剰購入を防ぐ

在庫品のうち、未使用品は隠して
使用品だけを選択させる工夫。
これにより探すロスも削減

　日本ガイシでは、従来から実施してきた「5S※活動」を、2012

年度から事務系も含めた全社活動に拡大し推進しています。

　各職場でチームごとに目標と定期的活動時間を設定して取り

組み、チェック項目の評価基準をクリアしたチームは「5S職場」

として認定されます。

　2013年度は3つの事業所で489チームが活動し、すべての

チームが認定を取得。好事例は全社安全衛生委員会で報告し、

水平展開しました。

※ 5S： 職場で徹底されるべき「整理・整頓・清掃・清潔・しつけ」のこと。

「5S活動」を事務系も含めた全社活動に
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　万一、大災害などの不測の事態が発生した際にも調達が滞らないよう、原料、設備、

副資材など重要な購買品については、複数の取引先の探索と購買をBCPとして進めていま

す。取引先が1社の場合は備蓄を確保し、保管場所についても、津波被害も考慮した安全な

地域へ順次変更しています。

　2013年度は取引先の上位約50社に対して、BCPマニュアルの整備状況や緊急連絡網

などのアンケート調査を行い現状と傾向を取りまとめました。

　今後、これらをBCP整備の基本資料として参考にしていきたいと考えています。

　2013年度はNGKグループの購買基本方針に沿って「CSR

調達ガイドライン」の内容を整理し、紛争鉱物、贈収賄、人権・

労働の原則を追加するとともに、「グリーン調達ガイドライン」を

統合して、新しいCSR調達ガイドラインを制定しました。新しい

CSR調達ガイドラインは、日本ガイシと国内外グループ会社

の取引先に開示し、日本語・英語・中国語版を当社WEBサイト

などでも公開しています。

　従来のグリーン調達ガイドラインは一部内容を見直しの上、

CSR調達ガイドラインの補足資料「グリーン調達基準書」として

新たに盛り込みました。

CSR調達ガイドラインを改定し
グリーン調達ガイドラインを統合

　2013年度はCSR調達を「浸透（理解）～実態調査」から「順守

（同意）～拡大」段階へと進化させていくため、CSR調達ガイドラ

インの改定時に、取引先に対して新ガイドラインを順守すること

を求める同意書を追加しました。この同意書の提出を求めた

結果、日本ガイシと国内グループ会社では95％※、海外グループ

会社でも80％※の取引先から順守同意書を入手しました。

　2014年度も新規取引先を対象に同意書の提出を求め、CSR

調達のさらなる拡大を目指していきます。

CSR調達を「浸透（理解）～実態調査」から
「順守（同意）～拡大」へと進化

「CSR調達ガイドライン」浸透拡大のロードマップ

順守（同意）～拡大

2013年度～

実態調査～把握

2011～2012年度

浸透（理解）～実態調査

2010年度

調達活動への社会的要請に応えて
CSR調達の推進
CSRの目標

公正・公平な調達パートナー評価とリソースの複数化徹底
CSRの目標

Topics 2013

重要な購買品の複数調達による事業継続計画（BCP）を推進

※ 購買額換算
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日本ガイシグループは、「門戸開放」「共存共栄」「社会的協調」の3つを調達の基本方針として、
サプライチェーンを構成する調達パートナーの皆さまとともに公正、自由、透明な取引に努めています。

公正、自由、透明な取引の実践Ⅱ 企業活動のあり方



　日本ガイシグループは、地球環境の保全を人類共通の重要課

題と認識し、環境と調和した企業活動を推進するため、1996年

4月に環境基本方針を制定しました。この基本方針の下、事業

活動に伴う環境負荷の低減を図るとともに、環境保全に資する

製品や技術の開発を通じて地球環境の保全に貢献していきます。

環境基本方針

　日本ガイシグループの事業活動において、国内・海外の全生

産拠点でインプットされた原材料・エネルギーなどと、アウト

プットされた製品・サービス、大気や水域へ排出された物質量

は以下の図の通りです。

　生産量の増加に伴い、日本ガイシグループが排出する環境負荷

（CO2・排出物など）のアウトプットは増加傾向にありますが、最新

の生産プロセスの導入や設備の運用改善などの努力により、アウ

トプットの増加率は、生産量や売上高の増加率を下回っています。

環境負荷の全体像

INPUT

日本ガイシグループのインプット・アウトプット

地球環境

お客さま

（注）本レポートに記載の環境パフォーマンスを表す数値は便宜上、四捨五入をしているため、個々の数値を合計しても総計と一致しない場合があります。
（注）排出物は産業廃棄物および有価物の合計を示します。 また、　　は社外リサイクルを表します。

大気への排出

水域への排出

包装材

製品・サービス

NAS
エネルギー起源CO2

70.0万トン-CO2　
（12.8万トン-CO2）

その他の温室効果ガス

0.3万トン-CO2　
（0.1万トン-CO2）

PRTR物質

13.9トン　
（3.5トン）

排出

223万m3 （129万m3）
PRTR物質

0.4トン （0.4トン）

原材料

20.8万トン
（5.5万トン）

321トン
（199トン）

1.6万トン
（0.6万トン）

PRTR物質 用水

318万m3
（155万m3）

OUTPUT

日本ガイシグループ

[ 本章（「地球環境の保全」）の報告対象組織 ] ●日本ガイシ　本社／名古屋事業所、知多事業所、小牧事業所、石川工場（東京本部、大阪支社および６営業所は含みません）
●国内グループ会社　製造関連の連結子会社12 社　　　●海外グループ会社　製造関連の連結子会社17 社

エネルギー
電力

63万MWh
（19万MWh）

ガス（天然ガス換算）

133百万Nm3
（24百万Nm3）

石油（軽油換算）

329万ℓ
（0万ℓ）

排出物総発生量

5.7万トン　（1.2万トン）
うち、排出物再生資源化量

3.6万トン （1.2万トン）
うち、外部処分量

2.1万トン （0.003万トン）

（　）内は日本ガイシ単独のインプットを示す。

（　）内は日本ガイシ単独のアウトプットを示す。
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日本ガイシグループは、環境負荷を低減する革新的な生産技術の開発・導入や生産プロセスの改善などによって、
地球環境の保全に向けた努力を続けています。

地球環境の保全Ⅲ 社会の一員として



地球環境の保全Ⅲ 社会の一員として

区分 ５カ年計画目標
（2015年度）管理項目

自己評価※1目標※3 実績

2013年度の環境パフォーマンス
項目

（注）数値目標については、第3期環境行動5カ年計画の目標達成に向け、各年度の目標値を設定しています。
※1 年度目標に対する達成度の自己評価基準 ：　○目標達成 　△目標の80％以上を達成 　×目標の80%未満を達成
※2 単独輸送量原単位は、トンキロあたりの原油換算燃料使用量です。
※3 売上の集計方法を見直しました。それに伴い売上高原単位の対前年度目標も修正しました。

1990年度比10％削減
（19.0万トン以下）○

○

○

○

○

○

○

○

○

18.1万トン18.1万トン以下国内排出量

生産活動に伴う
CO2排出量削減

物流に伴う
CO2排出量削減

排出物削減

資源循環の推進

水資源の有効利用

使用化学物質の
管理レベル向上

製品による
環境貢献推進

グリーン調達の
推進

環境貢献活動の
充実

環境意識の向上

地球温暖化
防止

資源の
有効利用

化学物質
管理強化

環境調和型
製品の提供

環境コミュニ
ケーションの
推進

2010年度比20％削減○対前年度比9％減対前年度比8％減国内売上高原単位

2010年度比５％削減○対前年度比22％減対前年度比5％減海外売上高原単位

毎年１％削減

2010年度比10％削減

2010年度比５％減

99％以上

各国の実情を考慮した
再資源化率の設定と
管理の定着

水資源の利用状況調査による
効率的な利用基準の構築

化学物質管理システムの更新

製品による環境貢献度の
定量化基準の策定

グリーン取引先認定の完了

地域社会と連携した活動の
継続・充実

環境教育、情報開示の
継続・充実

○

×

○

対前年度比6％減

対前年度比6％減

対前年度比22％減

再資源化率が低いグループ
会社の課題を特定

国内・海外の全グループ会社
の水使用状況を把握

現場監査などにより適正な
運用状況を確認

評価対象を主力７製品に
拡大

企業向けセミナーや
次世代環境教育などを実施

地域と連携した活動を実施

階層別教育、専門教育、
環境講演会を実施

エコポイント制度の全面導入、
エコ提案、緑のカーテンなど
への参加促進

国内の再資源化率99.2％

対前年度比1％減

対前年度比15％減

対前年度比5％減

国内グループ会社の
再資源化率向上

再資源化率が低いグループ
会社の実情を調査

更新した管理システムの
適正な運用の定着

評価対象製品を拡大

（2012年度でグリーン取引先認定を完了）

従業員の環境教育の実施

環境イベントへの参加推進

環境パートナーシップ・
CLUB（EPOC）のイベント
推進

地域と連携した活動の推進

国内・海外のグループ会社の
水資源利用状況の調査

単独輸送量
原単位※2

国内売上高原単位

海外売上高原単位

国内再資源化率

海外再資源化率

計画進捗率

計画進捗率

計画進捗率

計画進捗率

　日本ガイシでは、5年ごとに環境行動計画を策定し、環境へ

の取り組みを推進しています。2011年度からスタートした第

3期環境行動5カ年計画では、海外生産拠点の拡大に伴いグ

ローバル規模での環境負荷低減を重視し、海外においても

CO2や排出物などについての削減目標を設定し、活動を推進

しています。

　2013年度の目標と実績、ならびに5カ年計画の目標は以下

の表の通りです。

第3期環境行動5カ年計画（2011年～2015年）における2013年度の推進結果

　2013年度のCO2排出量および排出物の削減活動は、国内・

海外ともに計画通り推進できました。ただし、国内排出物の売

上高原単位は、後述する理由から期首目標に対し未達となり

ました。また、資源循環の推進については、国内の再資源化率

が2015年の目標を前倒しで達成しました。水資源の有効利

用については、利用基準の設定に向け、全グループ会社の使

用状況の実態把握を完了しました。使用化学物質の管理レベ

ル向上や製品による環境貢献推進などその他の項目について

も計画通りに進捗しました。
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　日本ガイシグループでは、生産プロセスの改善を中心にグ

ローバルなCO2排出量の抑制に取り組んでいます。

　2013年度の国内CO2削減量は、期首目標（約0.6万トン）

を上回る削減（約0.7万トン）ができました。その結果、生産活

動に伴うCO2排出量※は、2013年度目標（18.1万トン以下）

を達成しました。また、売上高原単位も、前年度比8％減の期

首目標を達成し、2010年度比で12％減の結果となり、5カ年

計画の目標（2010年度比20％減）達成に向け、順調に進捗し

ています。

CO2削減計画は国内・海外ともに順調に進捗

　日本ガイシグループでは、海外での生産が拡大する中、グ

ループ全体のCO2および排出物の発生抑制を図るため、海外

拠点における生産の効率化に注力しています。これまで国内

で実施した革新的製造プロセスの導入や設備改善、運用改善

などを海外の生産拠点にも積極的に展開し、着実に成果を積

み重ねてきました。

　2013年度の海外工場におけるCO2削減対策は、製造プロ

セスにおける焼成工程の効率改善を中心に実施しました。そ

の結果、後述する汎用設備の改善効果と合わせたCO2削減量

は約2.5万トンに達しました。

　2014年度も焼成工程を中心とした改善のほか、汎用設備の

省エネルギー、焼成炉以外の生産設備の高効率化、歩留改善

などにより、さらなるCO2削減を推進する計画です。

　日本ガイシでは、CO2排出抑制の取り組みとして、汎用設備

（工場ユーティリティー設備、空調、照明など）に着眼した省エ

ネ活動も推進しています。供給元（コンプレッサー・ボイラー）

と供給先（生産設備）の双方でエア漏れ・蒸気漏れの撲滅や

コンプレッサーとボイラーの運転効率化など、ムダの排除を推

進しています。その他照明のLED化や空調のムダ排除などの

活動にも積極的に取り組んでいます。2013年度からは、国内

グループ会社や生産ウエートが高い海外拠点への水平展開

ツールとして、省エネの考え方や着眼点をまとめた省エネガイド

生産プロセスの高効率化によるCO2排出抑制

CO2排出抑制に向けたその他の取り組み

※ CO2排出量の算出に用いたCO2換算係数（kg-CO2/単位）：以下の（　）内は単
位を表しています。購入電力（kWh）：0.42 A重油（L）：2.677 軽油（L）：2.64 灯
油（L）：2.49 都市ガス（Nm3）：2.347 LPG（kg）：3.007 LNG（kg）：2.70 ガソ
リン（L）：2.322　出典：電気事業連合会（1990 年度実績値）、環境省、一部は
独自に把握した換算係数を用いています。なお、地球温暖化対策の推進に関す
る法律施行令（2013年12月改正）に規定されたCO2換算係数を用いた場合の
日本ガイシ単独での2013 年度エネルギー起源実CO2排出量は、14.6万トンと
なります。

　一方、2013年度の海外CO2削減量は、期首目標（約1.3万

トン）を大きく上回る成果（約2.5万トン）を挙げました。その

結果、CO2排出量の売上高原単位は、前年度比5％減の目標

に対して22％減と大幅に目標を上回りました。なお2010年

度比では16％減に達しており、5カ年計画の目標（2010年度

比5％減）を前倒しで達成できました。

CO2排出量・売上高原単位※1の推移
（日本ガイシ・国内グループ会社）

20112010
基準年
（原単位）

2012 2014 2015（年度）

19.9

80

19.019.2

100 97

5カ年計画目標
1990年度比10％減

※1 売上高原単位の推移は2010年度を100として算出。
なお、基準年を含む全ての年度の売上の集計方法を見直しました。

※2 2010年度のCO2排出量に誤りがあり修正しました。

CO2排出量※2・売上高原単位※1の推移（海外グループ会社）

2010
基準年
（原単位）

2011 2013 2014 2015（年度）

95

43.9

100

99

18.5

37.4

120

100

80

60

40

20

0

（売上高原単位）
90

75

60

45

30

15

0

（万トン）

120

100

80

60

40

20

0

（売上高原単位）
120

100

80

60

40

20

0

（万トン）

排出量

売上高原単位

100

100

97

2013

18.1

排出量

売上高原単位

5カ年計画目標
2010年度比5％減

2012

48.2

5カ年計画目標
2010年度比20％減

52.0
43.9 48.2

88

105105105 109109109

84

地球温暖化防止
CSRの目標

環境に優しい生産プロセスの導入
CSRの目標

高効率連続焼成炉
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　日本ガイシグループでは、国内外で生産工程における原材

料の再利用率の拡大などに注力し、グローバルな排出物の発

生抑制に取り組んでいます。

　2013年度の国内の排出物については、期首計画の削減量

はほぼ達成（約400トン）できましたが、生産工程の一部変更

や設備投資に伴い発生した排出物の増加が影響し、売上高原

単位は前年度比6％減にとどまり、期首目標（前年度比15％減）

を達成できませんでした。ただし2010年度比では8％減に達

しており、5カ年計画の目標（2010年度比10％減）の達成に向

けて順調に進捗しています。

　一方、海外の排出物については、期首目標（0.4万トン）の削

減量を上回る成果を挙げました。その結果、排出物発生量の

売上高原単位は前年度比5％減の目標に対して22％減と大幅

に目標を上回ることができました。なお、2010年度比では

19％減に達しており、5カ年計画の目標（2010年度比5％減）

を前倒しで達成する結果となりました。

　今後も生産プロセス改善や歩留向上による原料収率の向

上、工程内における原材料の再利用などをさらに推進し、排出

物の発生抑制に取り組んでいきます。

地球環境の保全Ⅲ 社会の一員として

ラインを作成し、各設

備の省エネ診断を実

施しています。

　その結果、2013年度

はCO2削減量の約2割

に相当する国内約0.2

万トン、海外約0.4万

トンの成果を挙げました。

　また日本ガイシでは、物流に起因するCO2排出量の削減にも

取り組んでいます。自社物流における輸送量原単位を前年度比

1％以上削減することを目標に、大口案件を中心にモーダルシフ

ト※を推進しています。2013年度は、トラックから船舶輸送に

切り替えた重量の大きな製品の遠距離への輸送案件が増加した

ため、輸送量原単位を前年比で6％削減することができました。
※ 貨物の輸送における環境負荷を低減するために製品や原料の輸送をトラックな
どから船舶や鉄道に切り替えること。

※ 社内基準によりリサイクルできない排出物を除いて計算しています。

排出物発生量・売上高原単位※1の推移
（日本ガイシ・国内グループ会社）

2011 20122010
基準年
（原単位）

2013 2014 2015（年度）

排出物発生量・売上高原単位※1の推移（海外グループ会社）

2011 20122010
基準年
（原単位）

2013 2014 2015（年度）

100 98

5カ年計画目標
2010年度比
10％減

3.18

95

3.90

100 102 103

5カ年計画目標
2010年度比
5％減
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100

100

排出量

売上高原単位

92

1.50

排出量

売上高原単位

103

8181

110110110110

4.24

排出物削減は、国内は目標未達、海外は
目標を大幅に達成

　日本ガイシでは、排出物の分別徹底や再資源化方法の探索

などを通じて、排出物の再資源化の推進に注力してきました。

その結果、再資源化率は99.7％と高い水準を維持しています※。

　2013年度は国内グループ会社での改善に注力し、再資源

化率を前年度の96.0％から97.3％まで向上させることができ

ました。

　これにより、日本ガイシと国内グループ会社を合わせた国内

全体の再資源化率は99.2％に達し、5カ年計画の目標99％を

前倒しで達成することができました。

　一方、海外グループ会社については、国や地域によって状況

が異なるため、5カ年計画では各国の実情を考慮した再資源

化率の設定と管理の定着を目標としています。2013年度は海

外グループ会社の中で再資源化率の低い拠点の課題抽出に

注力した結果、再資源化の推進が困難な特殊事情があること

が判明しました。今年度は特殊事情を含め改善の余地につい

て検討するとともに、海外の全グループ会社について、実情に

合わせた適正な範囲の再資源化率を見定める予定です。

日本ガイシグループ全体で
再資源化を推進

※1 売上高原単位の推移は2010年度を100として算出。
なお、基準年を含む全ての年度の売上の集計方法を見直しました。

1.70

資源循環の推進
CSRの目標

省エネ診断と指導風景
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　日本ガイシは、国内の環境規制法令の改正情報を国内グ

ループ会社と共有し、その対応状況を把握する仕組みを2011

年に構築、運用しています。この仕組みが定着し、国内グループ

会社の法改正への対応状況が把握できるようになりました。

　2013年度には海外を含む全てのグループ会社の環境ISO

の認証取得が完了し、日本ガイシグループ全体として環境マネ

ジメントシステムに沿った環境管理体制が整いました。また

2013年度は海外グループ会社が立地する国や地域の重要な

法規制改正情報、各社の法規制対応状況、管理状況などにつ

いて、本社が定期的に把握する仕組みを強化しました。

　上記の法規制対応のほか、環境負荷低減活動についても、

国内および海外のグループ会社の情報を本社で把握するシス

テムを構築、運用しています。

海外グループ各社の法規制改正情報と
対応・管理状況を把握する仕組みを強化

　日本ガイシグループは、事業計画にリンクした環境管理を実

践しています。グローバル規模で急速に変化する市場ニーズ

に基づいた製品戦略や拠点戦略、コスト競争に勝ち抜く高度

なプロセス技術革新への挑戦など、絶え間なく変化する事業

計画に対応した環境経営を目指しています。

　具体例を挙げると、各事業計画に沿った環境負荷低減への

取り組みにおいて、半年ごとに国内と海外それぞれについて、

事業本部別・製品系列別・生産拠点別の実績評価と先行きの

見通し推定を実施し、次に取り組むべき課題を見直して

います。

　この一環として、2013年度は会社の意思決定をする全社環

境委員会の下に環境専門部会を設置し、各事業本部で実際に

事業計画を立案・推進する企画部門長や製造部門長などと

協議する場を設け、全社的な環境管理体制を強化しました。

今後もさらに経営との一体化を強化し、持続性と発展性のあ

る環境経営を目指し推進していきます。

　「NGKエコポイント制度」とは、従業員が会社や家庭で

実施した環境行動をポイント化して、その一部を金額に

換算し、各地区の自治体（環境基金）などに寄付し、地域

社会に貢献する取り組みです。

　2012年度に新たな試みとして知多事業所で導入した

この制度を、2013年度から全社に展開。従業員の参加

率は85％に達しました。

「NGKエコポイント制度」を全社に展開

　日本ガイシは、2005年から環境パートナーシップ・

CLUB（EPOC）の次世代教育事業に参画し、小学生を

対象とした「出前授業」を実施しています。当社オリジナル

テキストを使った講義

やクイズを通じて水の

大切さについて学んで

もらいます。2013年度は

5回にわたり約400名に

出前授業を行いました。

水をテーマとした「出前授業」を実施

事業計画にリンクした環境管理の強化

グローバル環境管理の強化
CSRの目標

　日本ガイシは、2002年からグリーン電力（風力、太陽光、

バイオマスなどで発電される電力）を導入しています。

日本自然エネルギー株式会社と

「グリーン電力証書システム」の

契約を締結し、年間200万キロ

ワット時の風力発電を委託して

います。これは、年間約800トン

のCO2排出量に相当します。

　2013年度も約200万キロワット

時のグリーン電力を購入しました。

2002年から「グリーン電力」を導入

本社、知多事業所、小牧事業所、石川工場それぞれが所在する
地方自治体の環境関連基金に寄付

愛知県名古屋市

愛知県半田市

愛知県小牧市

石川県能美市
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社会貢献を通じて一致団結

NGKヨーロッパ 
キーアカウント・マネージャー

ニルス・ウンガー

　2013年6月にフランクフルトで
開催されたジョギング大会「JPモル
ガン・コーポレート・チャレンジ」に
従業員47人が参加しました。この
大会は障がい者支援団体への寄付
金を参加企業から募るチャリティー
イベントです。
　参加した従業員全員が社会に貢
献しているという充実感とともに
5.6kmのコースを走りきり、レース
後の達成感を味わいました。

NGKヨーロッパ

NGKセラミックスポーランド
人事担当

アレクサンドラ・
オルブリッシュ

NGKセラミックスポーランド 子どもたちの
絵を購入する
チャリティーを

実施

チャリティー
ランに参加

NGKメタルズ　
環境安全マネージャー

リン・ウッドサイド

子どもたちの笑顔のために
　クリスマス休暇が近づくと、当社
の従業員は毎年この機会に地域
社会への恩返しを行います。
　2013年12月も従業員から寄付
を募り、19人の恵まれない子どもた
ちにコートや衣類、スポーツグッズ、
おもちゃ、本などのクリスマスプレ
ゼントを贈りました。

NGKメタルズ

恵まれない
子どもたちに
クリスマス
プレゼント
を寄付

子どもの無限の可能性を信じて
　孤児院の子どもが描いた絵を購入するチャリ
ティーを開催し、売上金は全て孤児院に寄付して
います。このチャリティーは、従業員とその家族、
約3,000人が集まるイベントの開催に合わせて、
2009年から毎年開催しています。
　2013年も子どもの無限の可能性
を感じさせる、個性的で素晴らしい
たくさんの作品が出品され、従業員が
オークションで購入。もちろんすべて
完売しました。

海外グループ会社の社会貢献活動
地域社会・労組・NPOなどと協調した社会貢献活動
CSRの目標

Topics 2013
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各国、地域の社会的課題に関心を持ち、地域に信頼される企業市民であることを目指して、
「人・教育」「環境」「地域とのかかわり」を軸として、各地のニーズに応じた社会貢献活動に取り組んでいます。

地域社会との協調、社会貢献活動の推進Ⅲ 社会の一員として



　2013年8月に名古屋大学で開催された英国科学実験講座

「クリスマス・レクチャー

2013」に協賛するとともに、

会場内の実験ブースで従業員

ボランティア16人が「NGK

サイエンスサイト」の中から

12の実験を実演しました。

　日本ガイシは、国際社会の発展に貢献する人材育成への寄与

を目的に、外国人留学生に対する支援活動を続けています。

2013年度は5カ国39人に宿舎を提供、9カ国20人に奨学金

を支給しました。

宿舎提供や奨学金支給を継続

地域社会・労組・NPOなどと協調した社会貢献活動
CSRの目標

支援留学生と地域社会、従業員との交流

　従業員が社外ボランティアに参加するきっかけをつくるため、

ボランティア募集の情報をイントラネットで提供しています。

　2013年度は、植林や環境保全などに取り組んでいる公益財

団法人オイスカなどのボランティア活動に、従業員延べ27人が

参加しました。

従業員にボランティア情報を提供

ミズバショウ群生地の整備に協力

　「網走湖・水と緑の会」の活動に参加し、ミズバショウ群生地

の整備・清掃に協力しています。4年目の2013年は、4月に

10人の従業員がミズバショウ

群生地の景観維持と湿地帯

環境保全のため、水辺の整備

や側溝の土留め、ごみ拾いを

行いました。

2013年10月に「オイスカの森」
（愛知県北設楽郡）で会社主催の
森づくりボランティア活動を実施

　NGKサイエンスサイトは、家庭で気軽にできる実験を紹介
する、当社のオリジナルコンテンツです。ものづくりに携わる企
業として次世代を担う子どもたちに科学の楽しさを伝えること
を目的に、1997年から科学雑
誌「ニュートン」に企業広告と
して連載。当社ホームページ
でも毎月新しい実験を掲載し
ています。

WEB NGKサイエンスサイト
http：//site.ngk.co.jp/

 ̶NGKオホーツク（北海道網走市）

子どもたちに科学実験を紹介  ̶日本ガイシ

科学の楽しさを伝え続けて連載200回

留学生への奨学、生活支援
CSRの目標

　日本ガイシは、2010年から特定非営利活動法人「TABLE 

FOR TWO International」が提唱するボランティア活動「TABLE 

FOR TWO（TFT）」に参加しています。2013年度は食堂での

ヘルシーメニューなどの提供を通じて

開発途上国の子どもに約44,000食の

給食を寄付しました。この取り組みを

拡充し、2013年からは3つのグループ

会社が計7台の自動販売機を利用して

TFTに参加し、売り上げの一部を開発

途上国へ寄付しています。

自動販売機を利用してボランティア活動
 ̶NGKゆうサービス、NGKファインモールド、NGKメテックス

し
で
て

W

従業員のボランティア活動に対する支援
CSRの目標

　日本ガイシは、支援留学生と地域の方 と々の草の根国際交流

を目的に、2000年度から留学生が講師を務める語学講座や留

学生が母国を紹介する異文化交流会などを開催しています。

　2013年度は中国語と韓国語の語学講座を各20回、インド、

ウズベキスタン、モロッコなど9カ国の留学生との異文化交流

会を10回開催。2013年度までに地域の方々約740人に参加

していただきました。

　また、従業員との

交流会も3事業所で

3回実施し、65人の

従業員がウズベキス

タンとモロッコの留

学生と交流しました。 従業員とウズベキスタン、モロッコの留学生との交流会
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CSRトークライブの開催日時と参加人数

参加者の年齢別構成

　日本ガイシでは、従業員がCSRとその取り組みへの理解を深

めるために経営陣と直接対話するイベント「CSRトークライブ」

を、2009年度から全国の事業所で開催してきました。

　2013年度は、9月12日の当社・知多事業所を皮切りに、今年度

初参加のグループ会社エナジーサポートも含めて6カ所で計8回

開催、約360人が参加しました。各回の参加者を数十人以内に

していることもあって、活発な議論がなされました。

　各会場では、まず経営陣が「日本ガイシグループのCSRへの

取り組み」の重要性を参加者に訴え、続いて環境経営統括部と

CSR推進室が「CSRレポート2013」の内容を具体的な事例も

交えて解説。その後、従業員との間で、環境保全、職場の安全、

防災対策とBCP、福利厚生などについて質疑応答をしました。
WEB 詳細はWEBサイトに掲載しています。

http：//www.ngk.co.jp/csr/web/pdca8_3.html

日本ガイシでは、従業員がCSR

CSRトークライブの質疑応答例

名古屋事業所（愛知県）
9月18日
9月19日
9月20日
知多事業所（愛知県）
10月2日
小牧事業所（愛知県）
9月12日

51人
51人
51人

47人

53人

50人

24人

34人

NGKセラミックデバイス
山梨工場（山梨県）

エナジーサポート
（愛知県）

Q.
A.

会社の食堂で地産地消に取り組み、環境に優しい食堂にして
ほしい。

当社の食堂では、野菜などは地場の業者から購入しています
が、今後、できる範囲で地産地消を検討していきます。残飯は
廃棄せず、堆肥化を行う業者などに引き取ってもらっており、
テンプラ廃油についても燃料に精製する業者へ引き取って
もらっています。

Q.
A.

日本国内で実施されている個人単位のCO2削減活動は、海外
工場でも推進活動が実施されているのでしょうか？

全社の環境方針や環境行動計画の主旨は海外でも周知・共有
していますが、個人単位の具体的活動は海外工場では展開して
いません。ただし、提案活動のなかで間接的に個人単位でCO2
削減に貢献しています。啓蒙活動として活性化につながる事例
については、今後海外にも紹介していきたいと思います。

従業員との対話「CSRトークライブ」

Topics 2013

CSRトークライブ（CSR実践に向けた従業員各層との対話）
CSRの目標

20代
142人

10代
7人

参加人数
357人

50代
7人
40代
74人

30代
127人

10月16日
石川工場（石川県）
9月27日

12月17日
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日本ガイシグループは、さまざまな機会を通じて、お客さまや取引先さま、地域の皆さまなど
多様なステークホルダーの皆さまとコミュニケ－ションを図り、信頼関係の構築・維持に努めています。

ステークホルダーとのコミュニケーションⅢ 社会の一員として



　日本ガイシは、2008年に「取引先ヘルプライン」を設置。メー

ルやFAX、電話を通じて相談を受け付け、早期解決につながる

対応に努めています。

　2014年度も取引先ヘルプラインを継続運用して、重要なお問

い合わせを見逃さず対応し、公正な取引関係の維持に努めます。

　日本ガイシでは、工場見学会などを通じて地域の皆さまとの

交流を図っています。当社やものづくりへの関心・理解を深めて

いただくために、2013年度も4事業所で8回、計284人の小学生

や地域住民らが工場を見学しました。

　2014年1月には、名古屋市立有松中学校の生徒22人が、自

動車排ガス浄化用セラミックスを製造する工場へ見学に訪れ

ました。生徒たちは、大きな焼成炉やさまざまな大きさや形の

セラミックスに興味津々でした。　日本ガイシでは、ＱＣＤ（品質・コスト・納期）に加え、財務状

況や環境保全をはじめとしたＣＳＲへの取り組みなどを公正・

公平に評価し、最適な取引先から調達するために、国内外で個

別訪問を実施しています。

　2013 年度は、新規の取引先11社と既存の取引先87社の計

98社を訪問しました。また、QCDの監査のため、既存取引先

73社を訪問し、その他の14社については、不具合是正確認

などを実施しました。監査結果を説明した上で、評価の低い

項目を指導するなどして、公正・公平な調達パートナー評価を

実施しています。

　2014 年度も

引き続き新規

取引先や主要

取引先を中心

に訪問、評価

を実施してい

きます。

お客さまの声に応える仕組み

「取引先ヘルプライン」を継続的に運用

工場見学・オープンハウスなどを通じた地域社会との交流
CSRの目標

工場見学対応を通じて
子どもや地域住民と直接交流

国内外で取引先の個別訪問を実施

　日本ガイシは、産業用セラミックスのトッ

プメーカーとして、主に企業向けに幅広い

セラミック製品を展開する一方、培ってき

たセラミック技術を生かし、家庭用浄水器

C1®（シー・ワン）を製造・販売しています。

　社内にC1専用の「お客さま相談窓口」を

設置し、広くお客さまの「声」を製品やサービスに反映させ

る仕組みを構築しています。

　2013年度も全国の百貨店などで実施している店頭販売

やモニターキャンペーンのほか、各種イベントで試飲会を

実施するなどして、浄水器の魅力を伝えながら、お客さま

と活発にコミュニケーションを図りました。

一般のお客さまの「声」に応える
仕組みづくりを推進

家庭用浄水器C1

お客さま・調達パートナーとのコミュニケーション活動
CSRの目標

名古屋市立有松中学校の
生徒22人が見学

協力会社

お客さま

お問い合わせ 回答

お客さま相談窓口

定期
ミーティング

品質情報連絡会
（重要な課題への対策）

製品の改善
情報提供の充実

フリーダイヤル 0120-27-5739

技術部門

品質保証部門

専任担当者
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独立した第三者保証報告書
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日本ガイシグループのCSRの取り組みとその報告には素晴らしい特長があります。そ

れは「分かりやすさ」です。同社グループ「CSRレポート2014」からは、三つの「分かりや

すさ」が明確に伝わってきます。

まず、事業の遂行そのものがCSRに直接的に通じるという「分かりやすさ」です。これは、

経営層や従業員、さらには取引先の方々に対して、働く誇りと意欲を向上させます。強み

であるセラミック技術を活かした、ディーゼル発電機から排出されるPM（黒煙微粒子）の

99％以上を除去し大気汚染や健康被害の防止に貢献する「セラレック」システムなどのセ

ラミック製品群および電力需要のピークカットや再生可能エネルギーの安定供給を可能

とする電力貯蔵用NAS電池などは、まさに地球規模の社会課題・ニーズに応える事業分

野そのものといって過言ではありません。「グローバルなものづくり企業として社会に価

値ある製品を創出し続けます」とのトップコミットメントはCSRの具体的かつ基本的実践

への力強い宣言といえましょう。

また、CSRの取り組み方にもPDCAのマネジメントサイクルにしたがった「分かりやす

さ」があります。これは、取り組みの有効性と効率性につながります。「日本ガイシはより

良い社会環境に資する商品を提供し、新しい価値を創造する」との企業理念に基づく「企

業行動指針」において、8つの「CSR推進項目」が特定されています。その8項目に沿って

設定された詳細な「CSRの目標」ごとに毎年の活動計画を策定し、実行し、さらに、その活

動をレビューして、次年度の活動に結びつけています。これらの着実な取り組み状況は、

DR（設計審査）を最重要活動と位置付けた全社品質活動や事務系も含めた全社的「5S

（整理・整頓・清掃・清潔・しつけ）活動」などの地に足をつけた活動の展開が示しています。

そして、CSRの取り組み報告の「分かりやすさ」です。これは、さまざまなステークホル

ダーの理解を促進し、企業とステークホルダーとの距離を縮めます。2013年度における

具体的な取り組みについて、特集「新たな価値創造への挑戦」をはじめとして、「CSR推進

項目」ごとに「CSRの目標」に沿って、具体的に、かつ、工夫を凝らした図や表、そして写真

などにより分かりやすく報告されていることは特筆されます。「社会に対して活動内容を

分かりやすく伝えたい」との志の表れのように感じます。

なお、「CSR推進項目」や「CSRの目標」として目標化されていないものの、社会にとって

重要な活動についても「CSRレポート2014」やWebサイトで報告されています。これは、

同社の誠実な姿勢を示しています。同時に先走ったことを申し上げますと、現代のような

変化に満ちた時代においては、「CSR推進項目」と「CSRの目標」について継続的良化を目

指しながらも都度改定していくことが有益であるように考えます。

第三者意見

ご意見をいただいて

社会と企業研究所 所長

池田  耕一 氏

　今年度のレポートでは、私たちのさまざまな取り組みに関わる人たちの「顔」が見える記事を増やし、それ
ぞれの「声」と併せて紹介することで、ステークホルダーの皆さまに日本ガイシグループのCSR活動をより
理解していただける内容となるよう心掛けました。
　これからもグループ一丸となって、激化する国際競争を勝ち抜き、持続的に成長していくために、「CSR
推進項目」や「CSR活動の目標」を確実に実践していくとともに、時代の変化を先取りした見直しにも積極的
に取り組んでいきます。
　また、コンプライアンスをCSR活動の根幹と考え、日本ガイシグループで働く一人一人がグローバルな
水準の判断基準に従い、社会とのつながりをしっかりと認識し、誠実に行動することを通じて、社会の皆
さまの期待と信頼にお応えしていきたいと考えています。

取締役執行役員 CSR委員長

佐治 信光
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〒467-8530  名古屋市瑞穂区須田町2番56号

Tel：052-872-7181    Fax：052-872-7690
E-mail：pr-office@ngk.co.jp

発行部署・お問い合わせ先
広報室

http://www.ngk.co.jp/

［製版］
製作をCTP(Computer To Plate)化し、製版工程での中間材料である
フィルムの使用を全廃しました。
［刷版・印刷］
刷版現像時にアルカリ性現像液・酸性定着液が不要で、インキ転写時に
イソプロピルアルコールなどを含む湿し水が不要な、水なし方式を
採用しました。
［インキ］
インキの石油系溶剤を大豆油主体とした植物油系溶剤に100%置き
換え、VOC（揮発性有機化合物）成分を1％以下に抑えたインキを
使用しています。
［デザイン］
読みやすい文字の大きさ、見やすい配色・図表表現を心がけました。

表紙の写真
上） 日本ガイシのNAS®電池は、インド洋に
浮かぶ世界遺産の島、仏領レユニオンでも、
エネルギーの安定供給に役立っています。
下） 日本ガイシのディーゼル・パティキュ
レート・フィルターは、ディーゼル車が広く普及
しているヨーロッパでも活躍しています。

この印刷物に使用している用紙は、森を元気にする
ための間伐と間伐材の有効活用に役立ちます。


